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租税条約に関する紛争解決の改善
はじめに
1.　2004年7月27日に、OECD租税委員会は、国際的な税務紛争解決メカニズムの改善に関する作業部会のプログレス･レポートを発表した。「国際的な税務紛争解決手続の改善」
と題された報告書には、租税条約に関する紛争を相互協議により解決する方法の改善を目的として、31の提案が記載されている。
2.　これらの提案のうちのいくつかは、税務行政を対象としたものであった。又、これらの提案の中には、個々の国で、権限ある当局の業務の組織と相互協議事案でとるべき手続に関する情報の普及を図り、透明性の向上を確保することを目的とする提案もあった。これらの提案について行われた検討作業の結果に関する情報は、現在OECDのホームページにより提供されている。又同ホームページには、OECD加盟国及び非加盟国の「各国における相互協議手続の概要」が掲載され、定期的に更新されている
。
3.　その他の提案では、追加作業が要請されていた。パブリック・ディスカッション用ドラフト（「パブリック・ディスカッション用ドラフト」）として、2006年2月1日に発表された「租税条約に関する紛争解決メカニズム改善案」と題するメモにそのフォローアップ作業の結果がまとめられている。そこには、相互協議手続の過程で発生する意見の相違を解決する仲裁プロセスを追加することを主に扱う、OECDモデル租税条約の各種修正案並びに実効的相互協議オンライン・マニュアルの開発案等が掲載されている。
4.　パブリック・ディスカッション用ドラフトについて幾つかの書面によるコメントが寄せられた。また、2006年3月13日にパブリック・コンサルテーション・ミーティングが東京で開催され、150を越える参加者が出席した。これらのコメントや会議の結果、OECDモデル租税条約の修正案にいくつかの変更がなされ、パブリック・ディスカッション用ドラフトに記載された。これらの変更はこのメモに反映され、2007年1月30日に租税委員会で承認された。
5.　このメモのセクションAには、権限ある当局による相互の合意の成立を妨げる未解決の問題を処理する仲裁手続をOECDモデル租税条約に追加するための、修正案の改正版が含まれる。幾つかの書面のコメント及び2006年3月の一般協議会において、仲裁手続案と国内法による救済措置の関係が大きなテーマとなった。企業の参加者らは、未解決問題の仲裁を図るためには、国内法による救済措置を放棄しなければならないという案に対して懸念を表明した。これらのコメントに対する回答として、委員会はその案を変更し、仲裁を要請する人（又は事案の影響を受ける人）は、仲裁を要請する条件として国内法による救済権を放棄することは要求されないと決定した。セクションAの旧版に行われた変更は、主としてその選択を実施するためのものだ。
6.　2004年プログレス･レポートに打ち出されている提案では、相互協議手続の過程において発生する各種の問題を扱うが、セクションBには、これらの提案に対処する第25条のコメンタリーの変更を僅かに修正した改正版が含まれる。
7.　セクションA及びセクションBに含まれる、モデル租税条約の変更は、2008年に発表されるモデル条約の次回の更新版に含まれることになる。
8.　セクションCでは、2004年プログレス･レポートで出されたその他の提案のフォローアップについて説明する。これは、2004年プログレス・レポートの幾つかの提案に対する回答として開発された、実効的な相互協議のオンライン・マニュアル（「MEMAP」）について記載する。このマニュアルでは、相互協議手続の各種の段階について述べ、当該手続に関連する各種の問題を検討しており、必要に応じてベスト・プラクティスについて説明している。これはwww.oecd.org/ctp/memapで入手可能で、新しい展開があれば定期的に更新される。セクションCでは、相互協議手続事案に関する統計情報を収集し、発表するために委員会が使用する、MAP事案の報告の枠組みも含まれる。
9.　別添1には、2004年プログレス・レポートに記載される全ての提案が列記され、フォローアップ作業が要求される場合には、その提案がその後どのように処理されたかが記載されるレポートの部分に言及する。別添2には、セクションCで言及する報告の枠組みが記載される。
A.　相互協議における未解決問題の仲裁
10.　現行の相互協議手続（「MAP」）は、一般的に、国際的な税務紛争を処理する効果的且つ効率的な方法である。しかしながら、MAPでは満足する結論に達することのできない事案が発生することも避けられない。これらの事案は通常、特定の状況において、両締約国が、互いの国の税制が条約に適合しているとの合意に達することができない場合に発生する。現在実施されているMAPで要求されていることは、両締約国が、条約について相互の了解に達することではなくて、合意するよう努力するということだけであり、その結果、各国が合意に達することができない場合には、救済されない二重課税、すなわち「条約の規定に適合しない課税」が残ることがある。
11.　現行のMAP（両締約国間の任意の交渉によって行われるのが大部分である）では、条約に基づき発生する問題の最終的な解決を促進するためにあらゆる手段をとることができないという点が、MAPを効果的に実施して行く上での大きな障害の一つとして、民間部門の代表者及び税務職員によって指摘されている。そのため、納税者はMAPを開始することを躊躇し、同様に権限ある当局にも、あらゆる必要な手段をとって迅速に問題を解決するというインセンティブが与えられていない。
12.　従って、更なる紛争解決手法を補完することによりMAPを改善することができ、これにより、各国が相互協議手続について合意に達することを阻んでいた問題を解決しやすくなる。このような方法で、関係両締約国並びに納税者にとって最終的に、原則に沿った公正で客観的な方法で国際的な税務紛争が可能な限り解決されていく。このようにして未解決の国際的な税務紛争の件数を減らして行くことが重要な目標となる。しかしながらこれらの手法に頼るのは、相互協議における交渉の一部に留めなければならず、締約国間の税務紛争を処理する方法にとって代わるものではない。さもなければ相互協議の効果が損なわれるというリスクが発生する。このような手法は、納税者が提示した事案に対して権限ある当局が合意解決を確実に提供することができるようにすることを目標とする。他方、権限ある当局が補完的な手法に頼ることなく条約の適用に関する差異を解決することができる場合には、その事案にこのような手法を模索する必要は全くない。
13.　これらの手法を追加することにより、その手法に頼る必要がない場合でもMAP自体の効果を高めることができる。政府及び納税者も、当初から、MAPに時間と努力を投入することによって満足の行く結果を得ることができることを知っているので、これらの手法によりMAPの活用が促進される。更に政府には、MAPを効果的に実施することにより、その後の補完的な手続の必要をなくすことができるというインセンティブが与えられる。更に、補完的な紛争解決手法を導入することにより、コスト高で時間がかかり、相反する結論の出る可能性もある国内の司法手続をとる必要性が少なくなるであろう。
14.　このような理由から、2004年のプログレス･レポートには、未解決のMAP問題の強制的な解決策の提案を開発しなければならないと説明されている。この提案に関して作業を行った結果、委員会はOECDモデル租税条約第25条に以下の条項（コメンタリー及びこれの別添と共に）を更に追加し、権限ある当局が2年以内にMAP事案について合意に達することを阻む未解決問題の仲裁を提供する必要があるとの結論を示した。
条項案
15.　2006年2月1日のパブリック・ディスカッション用ドラフトに記載された新条項の提案の改正版は以下の通りである。条項の変更は主に、仲裁手続を開始する条件として国内法による救済措置の放棄が要求されないという決定を反映している。
	第25条に、以下の新第5項を付け加える。
5.　　
a）　第１項に従って、ある者が一方又は双方の締約国の行為によって、条約の規定に適合しない課税を当該人にもたらせたとの根拠に基づき、一方の締約国の権限ある当局に相互協議を申立て、
b）　一方の締約国の権限ある当局が他方の締約国の権限ある当局に対して相互協議が申し入れられたときから、2年以内に事案が解決しない場合には、
当該者が要請すれば、当該事案の未解決の事項は、仲裁に付託されなければならない。しかしながら、未解決の事項に関して、いずれかの国の裁判所又は行政不服審判所が既に決定を出している場合、これらの事項について、仲裁に移行してはならない。但し、その事案によって直接に影響を受ける者が、裁定を実施する相互協議を受諾しない場合でない限り、その決定は、両締約国を拘束し、両締約国の国内法のいかなる期間制限にもかかわらず実施されなければならない。両締約国の権限ある当局は、この条項の適用方法を相互の合意によって定めなければならない。¹
［同じ頁に記載される脚注文章］
1.　 いくつかの国では、国内法、政策、あるいは行政の判断上、この条項で定められた紛争解決方法を許可しない、又は正当化しないかもしれない。さらに、特定の国との条約だけにおいてのみ、この条項を制定することを望む国もあるかもしれない。これらの理由により、コメンタリ・パラ４7で述べられている要因に基づいて、各締約国が適切であると判断した場合に、この条項は条約に含まれるべきである。しかしながら、コメンタリ・パラ54に記載した通り、これらの事項について裁判所又は行政不服審判所で既に決定がなされている場合に、当該事項を仲裁に付託することができないという条件をこの条項から削除することに他の国が合意することができる可能性がある。


新条項に関するコメント案
16.　新しい条項に関するコメンタリーの修正案は、以下の通りである（以下の条項がモデル租税条約に記載された場合には、コメンタリーにその他の修正が行われるかもしれない）。参照の便宜を図るため、別添2に、コメンタリーに示された仲裁手続に関する種々の期限が以下の通り示されている。
第25条に関するコメンタリー・パラ45からパラ48とそれらの項の表題を、以下の新しい表題とパラ45からパラ69に置き換える（現行のパラ49からパラ54を、パラ70からパラ75に、パラの番号を変更する）。
第5項
45.　権限ある当局が第2項に基づき2年以内に相互協議の合意に達することができないケースにおいて、申立てをした者の要請があれば、未解決の問題は仲裁手続により解決すると第5項は規定する。このプロセスは、権限ある当局の事前の承認に依存しない。一旦手続上の要件が満足されれば、相互協議の締結を阻む未解決問題は、仲裁に付託されなければならない。
46.　本項に規定される仲裁手続は、代替又は追加手段ではない。権限ある当局が合意に達し、条約の適用に関する未解決問題が残らない場合には、相互協議を要請した者が、権限ある当局が到達した合意は申し立てた事案の適切な解決になっていないと判断した場合でも、仲裁に付託することができる未解決の問題はないものとされる。従って本項は、相互協議手続の延長を定めたものであり、権限ある当局による事案の解決を阻む複数の問題について合意に達することができない場合に、これらの問題を仲裁に付託することにより、事案の解決が可能だということを確保することによって相互協議手続の機能を強化するものである。従って、本項では、事案の解決は依然として相互協議手続を通して達成され、事案の合意が得られない特定問題の解決は仲裁手続を通して行われる。このことが第5項で定める手続と、他の形態の商業上又は政府／民間団体の仲裁との違いとなっており、仲裁パネルによる裁判権が事案全体に及んで解決する。
47.　しかしながらある国においては、国内法、政策、行政上の見地から、本項に規定されたタイプの仲裁手続が許されないし正当化されていない。例えば、憲法上の障害があり、仲裁人が税務問題を解決する妨げになったり、あるいは国によっては、特定の国とのみ本項を条約に含める国もある。これらの理由により、各締約国が仲裁手続きを効果的に実施することができると決定した場合にのみ、本項を条約に含めるべきである。
48.　更に、国によっては第5項を含めることを希望するが、適用する事案の範囲を制限したいとするかもしれない。例えば、仲裁に付託することができる事案は、性質上、主として事実関係が争われる事案に限定するなど。また、例えば、移転価格又は恒久的施設の存在の問題等に関連する純粋な事実問題等特定のクラスの事案において発生する問題に仲裁を常に利用できると定めると同時にケースバイケースで仲裁を他の問題にまで広げることも可能である。
49.　EU加盟国は、第5項の範囲とEU仲裁協定に基づく義務との調整を図る必要がある。
50.　一方又は双方の締約国による行為がある者に、条約規定に従わない課税をもたらす結果となった、という根拠の下に、第一項に基づき申立てられた相互協議手続で扱われた全ての事案の未解決問題の仲裁を納税者は要請することができなければならない。例えば、重大な罰則（第18.5項を参照のこと）が係るような深刻な違反の存在により、相互協議手続を利用できない場合には第5項が適用されないのは明らかである。
51.　その条約に本項を含めなかった2つの締約国が、一般的な適用のため又は特殊な事案に対応するために仲裁手続を実施することを希望する場合には、両締約国は、合意によってそうすることができる。その場合には、権限ある当局は、別添に示されるサンプル・ワーディングの趣旨に沿った形での合意をすることになるが、次のパラをその合意の初めに付け加えることとなる。
「1.

a）　条約第25条第１項に従って、一方又は双方の締約国による行為がある者に、条約の規定に適合しない課税をもたらす結果となった、という根拠の下に、ある者が一方の締約国の権限ある当局に相互協議を申立て、
b）　一方の締約国の権限ある当局が他方の締約国の権限ある当局に対して相互協議が申し入れられたときから、当該条項第2項に基づき2年以内に事案が解決しない場合には、
次のパラに従い、当該者が要請すれば、当該事案の未解決の事項は、仲裁に付託されなければならない。しかしながら、未解決の事項について、これらの事項が既にいずれかの国の司法上又は行政不服申立ての手続きがなされている場合、仲裁に移行してはならない。当該事案によって直接に影響を受ける者が裁定を実施する相互協議を受諾しない場合を除き、ここに、権限ある当局は、仲裁の決定に拘束され、その決定をベースに第25条第2項に従って事案を解決することに合意する。」
この合意は、この後に、別添に定められた種々の構造上及び手続上の問題が続く。このように、権限ある当局はこの仲裁手続に拘束される一方、かかる合意は相互協議の一環として行われる。従って、権限ある当局が引き続きその手続に従うことに合意する限り、かかる合意は有効で、伝統的な相互協議手続により解決できなかった事案を解決することができる。
52.　第5項には、一方又は双方の締約国の行為によって、条約の規定に適合しない課税が当該者になされる結果となったという根拠の下に、第一項に従って、締約国の権限ある当局に相互協議の申立てをした者は、当該事案から発生する未解決の問題を仲裁に付託することを要請することができると規定されている。この要請は、相互協議申立てを行った時から2年経過した場合は何時でも、締約国の権限ある当局に行うことができる。従って、自動的に仲裁に付託されるものではなく、相互協議申立てを行った者は、2年期間の末日を超えて待機するか（例えば、第2項に基づき、権限ある当局に事案を解決するのにより長い期間を与えること）、又は単に相互協議申立てを取り下げるかを選択することができる。各国は、一定の事情がある場合には、より長期間経過してから仲裁の要請を認める等、自由に規定を設けることができる。
53　第25条2項では、条約に適合しない課税を回避することを念頭に置いて、権限ある当局は第一項で申立てられた事案の解決を図らなければならない。第5項では、従って、権限ある当局の意見が一致しない問題が一つでもあり、一方の権限ある当局により条約に適合しない課税があると示された場合、事案が解決されたとはみなされないとする。従って、一方の権限ある当局は、一方的にこのような事案を解決済みとし、関与する者は未解決問題の仲裁を要請することはできない。同様に、条約に適合しない課税はないと双方の権限ある当局が合意することが阻止されるような未解決問題がまだある場合、双方の権限ある当局は事案が解決されたものとみなすことはできず、仲裁の要請を拒否することはできない。しかしながら、両方の国による課税が条約に適合していると双方の権限ある当局が合意した場合には、条約の規定によって対処されない二重課税があるかもしれない事案であっても、未解決の問題はなく、事案は解決されたものとみなすことができる。
54.　仲裁手続は、条約の規定に適合しない課税が一方又は双方の締約国の行為の結果により実際に発生したと当該者がみなす場合にのみ利用することができる。しかし、後者の事案を当該条項第１項（上記第52項を参照のこと）の下に権限ある当局に申立てることができる場合であっても、このような課税が最終的に当該行為から発生したことに対して議論がある場合には、仲裁手続を利用することはできない。この目的において、税金が支払われ、評価され、その他確定し次第すぐに、又は所得の一定要素に対して納税者に課税する意図がある旨税務当局によって正式に通知を受けた場合等であっても、課税は一方又は双方の締約国の行為の結果行われたとみなされるべきである。
55.　起草された通り、第5項は、第25条第1項に基づき行われた要請から発生した未解決の問題の仲裁について規定しているだけである。本項の範囲を拡大し、第25条第3項に基づき発生する相互協議事案も対象とすることを希望する国は、自由にこれを行うことができる。相互協議事案が第4条サブパラグラフ2b）等条約の他の特定の規定から発生する場合もある。当該サブパラグラフによれば、権限ある当局は一定の事情がある場合には、両方の締約国の居住者である個人の地位の問題を相互協議で解決する必要がある。第4条コメンタリーのパラ20に示される通り、そのような事案は第25条に定める手続に従い解決されなければならない。権限ある当局がそのような事案で合意に達することができない場合で、これにより条約に適合しない課税が発生する結果となった場合には（条約によると、条約上個人は1か国のみの居住者でなければならない）、納税者の事案は第25条1項に基づく事案となり、従って第5項を適用することができる。
56.　国によっては、権限ある当局が、当該当局になされた相互協議申立てから発生する特定の問題について、裁判所の判決を逸脱することができる。従ってそれらの国は、本項から第2節を省略することができる。
57.　本項に言及された2年の期間の始期となる他方の締約国の権限ある当局への相互協議申入れは、第25条第1項に基づき、一方の締約国の権限ある当局に相互協議申立てをした者により（例えば、同時に又は後日、他方の締約国の権限ある当局に相互協議申立てをすることにより）、又は一方の締約国自体で事案の満足すべき解決に達することができない場合には、第2項に従って、一方の締約国の権限ある当局より他方の締約国の権限ある当局に連絡をすることにより行われる。2年の計算期間の始期を決定するにあたり、情報が権限ある当局に十分に提供され、申立てに対する反論が正当かどうかを判断することができる場合に、その事案は他の締約国の権限ある当局に申入れされたものとみなされる。第5項を適用する方法を定める相互の合意（別添参照）には、どの種類の情報が、通常その目的に十分であるかが明記されるべきである。
58.　本項には又、仲裁手続と国内の救済手段に対する権利との関係が規定されている。仲裁手続を効果的なものにし、裁定に相反する判決が出されるリスクを回避するために、いずれかの国の国内司法手続きを通じて既に解決されている問題について（一方の締約国の裁判所又は行政不服審判所がこれらの問題に関する判決を既に下しており、これが当該者に適用されることを意味する）その者が仲裁手続を追求することは認められるべきではない。これは、大半の国が相互協議手続に関して採用している手法と一致しており、これに従い、
a）ある者は、相互協議手続と国内法による救済措置を同時に追求することはできない。国内法による救済措置がまだ利用できる場合には、権限ある当局は通常、納税者がこれらの救済措置の停止に同意することを求める、又は納税者が同意しない場合には、これらの救済措置が利用し尽されるまで相互協議手続を延期する。
b）相互協議手続が最初に求められ、相互の合意が成立した場合、納税者及び事案の影響を直接受ける他の者は、合意を拒否し、停止された国内救済措置を追求することが可能とされる。逆に、これらの者が合意の適用を望む場合、合意が対象とする問題に対して国内法による救済措置が行使されることを放棄しなければならない。
c）国内法による救済措置が最初に追求され、国内で利用し尽された場合、ある者は他方の国で二重課税の救済を得るために相互協議手続のみを追求することができる。特定の事案において、法的な判断がなされると、大半の国では相互協議手続を通じてその決定を覆すことは不可能であるとされ、他の国の救済措置を得るための以後の相互協議手続の適用を規制することになる。
仲裁に付託された一つ又は複数の問題が関与する相互協議手続の事案にも同じ一般原則が適用されるべきである。ある国が仲裁決定に対して限定的な対応しかできないことが予め分っている場合、問題を仲裁に付託することは有益なことではない。しかし、相互協議手続において、当該国が裁判所の判決から逸脱することができる場合は（第56項を参照）そうではなく、その場合には第5項をそれに応じて調整することができる。
59.　2つ目の問題は、納税者がこれらの法的救済措置を開始していない（又は利用し尽していない）場合における、現行の国内法による救済措置と仲裁の関係に関わるものである。この場合、相互協議手続の基本構造と最も統一のとれた手法は、仲裁が関与している場合にも同じ一般原則を適用することである。従って、法的な救済措置は、権限ある当局が解決することができない問題の仲裁に関わる相互協議手続の結果が出るまで猶予され、その決定に基づき暫定的な相互の合意が達成されることになる。その他の相互協議手続事案と同様に、その合意は合意を受諾することを選択しなければならない納税者に提示される。これにより、残存する国内法による救済措置を放棄する、又はこれらの救済措置を追求する合意を拒否することが求められる。
60.　この手法は、第5項に定める仲裁手続の性質と一致している。この手続の目的は、合意の成立を阻む未解決問題を、権限ある当局が解決することができるようにすることである。仲裁の助けを借りて合意が成立した場合、相互の合意の本質的特性に変化はない。
61.　事案によっては、当事者は相互の合意を成立させるためにこの手法を用いて仲裁手続に時間と資源を費やさなければならないが、納税者に受け入れられない結果となる場合もある。だが、実際問題として、納税者が相互の合意を拒否し、国内法による救済措置に訴える事例は極めて少ないことが経験によって知られている。また、そのような珍しい事案において、裁判所又は行政不服審判所は、納税者が双方の国を拘束することになったであろう行政的解決の申出を受けたことに注目すると予想される。
62.　国によっては、権限ある当局間の未解決問題は、国内法による救済措置をもはや利用することができない場合にのみ、仲裁に付託することができる。仲裁の手法を実施するためには、これらの国は、仲裁が行われる前に、ある者に国内法による救済措置を追求する権利を放棄するよう求める、代替手法を検討することができる。これは、当該条項の第2節を以下の節に差し替えることによって行うことができる。「しかしながら、事案により直接影響を受ける者が各国の国内法に基づき、当該国の裁判所又は行政不服審判所にこれらの問題を決定させる権利がある、又は当該裁判所若しくは行政不服審判所によってこれらの問題の判決が既に下されている場合、これらの未解決問題は仲裁に付託されてはならない。」納税者が事案の結果について確信がないまま国内法による救済措置を放棄することを求められるという状況を回避するためには、例えば二重課税が実際に救済されることを保証するメカニズムを含むように当該条項を修正することも重要となる。また、納税者は国内裁判所の審理を受ける権利を放棄することになるため、該当する法体制の下でこのような放棄が容認されるように、国内法に基づき存在する要件を満たすために、仲裁手続への参加に関して十分な法的な保障が納税者に確実に与えられるよう当該条項を修正するべきである。（例えば、国によっては、仲裁パネルにおいて口頭で意見を述べる権利が保証されないと、このような放棄は効果がなくなる可能性がある。）
63.　第5項では、事案の影響を直接受ける者が裁定を実施する相互の合意を受け入れない場合を除き、当該決定は双方の国を拘束すると規定している。従って、事案の影響を直接受ける者の課税は、仲裁に付託された問題について成立した決定に従わなければならず、仲裁手続において成立した決定は相互の合意に反映され、これらの者に提示される。
64.　上記のサブパラグラフ58b）に記載される通り、国内法による救済措置が利用し尽くされる前に相互協議が成立した場合には、権限ある当局が合意適用の条件として、影響を受けた者が合意の対象として残存する問題に関して、国内法による救済措置の行使を放棄するよう求めることは一般的なことである。このような放棄なしには、以後の裁判所の決定によって、権限ある当局が合意を適用することが阻止される可能性がある。よって、第5項では、裁定を実施する相互の合意を申立てられた者が、国内法による救済措置の行使を放棄することに同意しない場合、当該者はその合意を受諾していないとみなされなければならない。
65.　裁定が拘束力を有するのは仲裁に付託された特定の問題に対してだけである。その決定に基づき、権限ある当局が他の同様の事案（同じ者に対する、異なる課税期間の事案を含む）を解決することを妨げるものは何もないが、必ずしもそうする義務はなく、従って各締約国は、異なった手法を用いて他の事案を処理する権利を有する。
66.　権限ある当局間で裁決と異なる解決に合意した場合に、権限ある当局が裁定から逸脱した結果をとることができるよう希望する国もあり得る。（例えば、これはEU仲裁条約第12条で認められている）。そうすることを希望する締約国は、自由に本項第3節を以下のように修正することができる。
「〔．．．〕その事案により直接影響を受ける者が、裁定を実施する相互の合意を受諾しない場合、又は権限ある当局とその事案により直接影響を受ける者が、裁定の通知を受けてから6か月以内に異なった解決に合意する場合を除き、裁定は両締約国を拘束し、これらの国内法上のいかなる期限制限にもかかわらず実施されなければならない。
67.　本項の最後の文は、仲裁手続を適用する方法を相互の合意による決定に委ねている。合意の部分は、本条自体、協定、又は外交文書の交換を通して盛り込むこともできる。合意がどのような形態によるかにかかわらず、相互の合意には、裁定は両締約国を拘束するという本項の要件を考慮して、本項の適用に当たって従うべき制度上及び手続上の規則が明記される。相互の合意は、本項の効力発生後直ちに署名され適用されるように、条約と同時に起草されるのが理想的である。又、相互の合意には、未解決の問題を仲裁に付託する場合に従うべき手続が詳細に規定されるので、その合意を公表することが重要である。このような合意の見本は、提唱される手続規則に関するコメントと共に別添に定める。
他の補完的紛争解決メカニズムの利用
68.　第5項が条約に記載されている、又は仲裁手続が上記第51項に規定された手続を用いて別途実施されているかどうかを問わず、仲裁以外の補完的紛争解決メカニズムを相互の合意の一環として、アド・ホック・ベースで、実施することができることは明白である。両方の締約国の権限ある当局のポジションの相対的な優劣について合意が成立しない場合でも、調停人により問題が明らかになれば、事案の解決に役立つかもしれない。このような状況で、調停人は各当事者のポジションについて聞き、次に両サイドの長所及び欠点に対する見解を報告する。これによって各当事者は、自身及び他方当事者のポジションをより良く理解することができる。税務当局によっては、現在内部の紛争を解決するために仲裁を積極的に利用しているところもあり、このような技術を相互協議手続にまで広げることは有用となるかもしれない。
69.　問題が純粋に事実関係の問題である場合には、当該事案は専門家に付託され、専門家は単に必要な事実関係のみを決定する。これは、司法手続きにおいて頻繁に行われ、独立当事者に付託される。独立当事者は、事実関係の調査を行い、これを裁判所に提出する。第5項に定めた紛争解決メカニズムとは異なり、これらの手続は当事者を拘束しないが、当該条項に基づき問題が仲裁に付託されなければならなくなる前に、当事者が決定することができるようにすることは有用である。
以下の別添をコメンタリ－に追加する。
別添
仲裁に関する相互の合意モデル
1.　権限ある当局が本条第5項に定める　仲裁手続を実施する場合に、相互の合意の基礎として用いることができる相互の合意モデルは下記の通りである（上記の第67項を参照）。下記第2項から第43項において、同合意の種々の条項について説明し、場合によっては代替案を提示する。権限ある当局は2国間合意を締結する際には当然、本合意モデルの規定を自由に修正、追加又は削除することができる。
	第25条第5項の実施に関する相互の合意
「A国」と「B国」の権限ある当局は、「（条約の名称を挿入）」第25条第5項に規定される仲裁手続を適用する方法を定めた下記の相互の合意を発効させる。本合意書は「（発効年月日を挿入）」に効力を発生する。権限ある当局は、お互いに書簡を交換することによって、本合意を修正又は補完することができる。
1.　事案を仲裁に付託する要請　相互協議事案から発生する未解決の問題を条約第25条第5項に従って仲裁に付託する要請は（仲裁要請）、書面で行われ、一方の権限ある当局に送付される。同要請書には情報を十分に記載し、申立ての趣旨を明確に示さなければならない。同要請書には又、要請をした者又はその事案により直接影響を受ける者夫々による、締約国の裁判所又は行政不服審判所が同じ問題に対してまだ決定を下していない旨の供述書を添えなければならない。要請書を受領した一方の権限ある当局は、要請書受領後10日以内に、要請書と添付供述書のコピーを他の権限ある当局に送付しなければならない。
2.　事案を仲裁に付託する時　仲裁は、第25条第1項に基づいて締約国の一方の権限ある当局になされた申立てが、他の締約国の権限ある当局にもなされた日から2年経過した場合にのみ要請することができる。本合意書の上では、以下の情報が提供された場合にのみ、他の締約国の権限ある当局に、申立てがなされたものとみなされる［必要な情報と書類は、本合意書に明記される］。
3.　付託事項　両締約国の権限ある当局は、仲裁要請書を受領してから3か月以内に、仲裁パネルが解決すべき問題について合意し、仲裁を要請した者にその旨書面で通知する。この通知書が、その事案の「付託事項」となる。本合意書の以下の諸条項にかかわらず、権限ある当局は、付託事項にこれらの諸条項に規定された規則を追加し、あるいはこれらの規則とは異なった手続規則を定め、適切とみなされるその他の諸問題を処理して行くことができる。
4.　付託事項を報告しなかった場合　付託事項が、上記第3項に定める期間内に、仲裁の要請を行った者に報告されなかった場合、当該者及び各権限ある当局は、当該期間終了後1か月以内に仲裁で解決するべき問題のリストを互いに書面で報告し合う。当該期間にこのように報告された全てのリストは、暫定的な付託事項とする。下記第5項に定める通りに全ての仲裁人が任命されてから1か月以内に、仲裁人は権限ある当局及び仲裁の要請を行った者にそのように報告されたリストに基づく暫定的な付託事項の改訂版を報告するものとする。両締約国が改訂版を受領した後1か月以内に、権限ある当局は、異なる付託事項について合意をし、これを仲裁人及び仲裁要請を行った者に書面で報告する可能性がある。当該期間中にそのようにする場合、これらの異なる付託事項は当該事案の付託事項を構成する。権限ある当局間で異なる付託事項についての合意がされず、当該期間中に書面で報告がなされた場合、仲裁人が作成した暫定的付託事項の改訂版は当該事案の付託事項とされる。
5.　仲裁人の選任　仲裁の要請を行った者が付託事項を受領後3か月以内に、又は第4項が適用される場合には、両方の権限ある当局が仲裁の要請を受領後4ヵ月以内に、権限ある当局は夫々仲裁人を1人任命する。後者の任命後2か月以内に、このように任命された仲裁人は、議長を務める3人目の仲裁人を任命する。規定の期間内に任命がなされなかった場合、OECD租税政策・管理センター局長が、仲裁の要請をした者からその旨要請を受けてから10日以内に、未だ任命されていない仲裁人を任命する。仲裁手続が開始された後、何等かの理由で仲裁人を交代させる必要が生じた場合にも、必要な調整をして上記と同じ手続が適用される。付託事項に別途規定されている場合を除き、全ての仲裁人に対する報酬は．．．［ここに報酬決定方法を記載する。その一例として、EU仲裁条約の実施要綱に採用されている方法が挙げられる]

6.　合理的な仲裁手続き（簡易仲裁手続き）　権限ある当局が付託事項に指示した場合には（但し、上記第4項に基づき仲裁人が選任された後にこれが合意されなかった場合）、本合意書の第5、11、15、16、17項にかかわらず、次の規則が特別の事案に適用される。
a)
仲裁を要請した者が付託事項を受領してから1か月以内に、両締約国の権限ある当局は、双方の合意により仲裁人を1名任命する。この1か月期間の末日までに仲裁人が任命されなかった場合には、OECD租税政策・管理センター局長が、第1項に規定された要請をした者から、その旨要請を受けてから10日以内に、その仲裁人を任命する。仲裁人に対する報酬は、以下のように決定される。［ここに報酬決定方法を記載する。その一例として、EU仲裁条約の実施要綱に用いられている方法が挙げられる］
b)
仲裁人の任命から2か月以内に、各締約国の権限ある当局は、付託事項に記載された質問に対する当局自身の回答を仲裁人に書面で提出する。
c)
権限ある当局から最終回答を受領してから1か月以内に、仲裁人は、その質問に関し権限ある当局から受領した2つの回答書のうちの1つに従って、付託事項に記載された各質問の回答を決定し、その選択をした理由を簡潔に説明して、その選択をしたことを権限ある当局に通知する。この決定は、第19項に規定された通り実施される。
7.　仲裁人の適格性と任命　締約国の政府職員を含め、誰でも仲裁人として任命を受けることができる。但し、仲裁に至るまでの段階で当該事案に関与していた者を除く。仲裁人を任命する権限を有する者及び仲裁人自身がその任命を確認する書面に署名した時に、仲裁人は任命されたものとみなされる。
8.　情報の伝達と機密保持　租税条約第25条、第26条の規定、及び締約国の国内法の適用のため、仲裁手続に至った事案に関する情報の伝達及び機密保持に関しては、各仲裁人は、その仲裁人を任命した権限ある当局から権限を委任された代理人として任命される。権限ある当局の一方が仲裁人を任命しなかった場合には、当初に仲裁の原因となった申立てをした締約国の権限ある当局から権限を委任されたものとする。本合意上、仲裁が発生した事案が当初両方の権限ある当局に同時に申立てられた場合には、「仲裁の原因となった事案が当初申立てられた、締約国の権限ある当局」とは、第25条1項に言及する権限ある当局を意味する。
9.　適時に情報を提供しなかった場合　第5項及び第6項にかかわらず、両締約国の権限ある当局が、第25条第5項に規定された2年期間内に問題を処理することができなかった原因が、主として当該事案により直接影響を受けた者が適時に関係情報を提供しなかったことに帰せられる場合には、権限ある当局は、その情報提供の遅延に該当する期間、仲裁人の任命を延期することができる。
10.　手続及び証拠規則　本合意書及び付託事項を条件として、仲裁人は、付託事項に記載された質問に回答するのに必要とみなされる手続及び証拠規則を採用しなければならない。仲裁人は、機密情報を含め、仲裁に付託された問題を決定するのに必要なすべての情報を入手する。権限ある当局が別途合意した場合を除き、両方の権限ある当局が仲裁要請を受け取る前に入手することができなかった情報は、裁定において参考にすることはできない。
11.　仲裁を要請した者の参加　仲裁を要請した者は、相互協議手続において行える範囲と同じ範囲まで、直接か又はその代理人を通して仲裁人に書面でその意見を述べ、仲裁人の許可を得て、仲裁手続において口頭で意見を述べることができる。
12.　後方支援業務　権限ある当局が別途合意した場合を除き、仲裁の原因となった申立てが当初に行われた権限ある当局は、仲裁パネルの会議の後方支援業務について責任を負い、仲裁手続の実施に必要な事務職員を派遣する。派遣された事務職員は、仲裁手続に関する問題については、仲裁パネルの議長の直属の部下として行為する。
13.　仲裁費用　権限ある当局が別途合意した場合を除き、
a)
権限ある当局、及び仲裁を要請した者は、夫々、仲裁手続の参加に要した費用（旅費、自己の意見書の作成、提出に要する費用を含む）を負担する。
b)
権限ある当局は、夫々自己が任命した仲裁人、又は、権限ある当局がその仲裁人を任命することができなかったためにOECD租税政策・管理センター局長が任命した仲裁人に対する報酬を負担する。その仲裁人の報酬には、旅費、通信費、及び事務費用を含めるものとする。
c)
その他の仲裁人に対する報酬、旅費、通信費、及び事務費用については、両締約国が均等に負担する。
d)
仲裁パネルの会議及び仲裁手続の実施に必要な事務職員に関する費用については、当初に仲裁の原因となった申立てをした権限ある当局が負担し、又は両方の締約国で申立てをした場合は費用を夫々平等に折半する。
e)
両締約国の権限ある当局が支出することに合意したその他の費用は、すべて（議事録の翻訳及び作成に要する費用を含む）両締約国が均等に負担する。
14.　適用される法の原則　仲裁人は、適用される条約の諸規定及びそれらの諸規定を条件とした締約国の法令の諸規定に従って、仲裁に付託された問題を裁定する。条約の解釈に関する問題は、条約法に関するウィーン条約の第31条から34条に規定された解釈の原理に照らし、OECDモデル租税条約の前文第28項から第36.1項に説明された通り、定期的に修正されるOECDモデル租税条約のコメンタリを考慮して、仲裁人が決定する。独立企業原則の適用に関する問題は、同様に、OECDの移転価格ガイドラインを考慮して決定される。仲裁人は又、権限ある当局が付託事項に明示しているその他の法源を考慮する。
15.　裁定　複数の仲裁人が任命されている場合には、裁定は、仲裁人の単純多数決によって決定される。付託事項に別途規定されている場合を除き、仲裁パネルの裁定は書面で提示され、用いられた法源及びその結論に至った論拠が示される。仲裁パネルの裁定の要約は、仲裁を要請した者と両締約国の権限ある当局の許可を得て、関係当事者の氏名及びその身元に関する詳細を開示することなく、又、裁定は正式な先例としての価値はないという了解の下に公表される。
16.　裁定の報告を行うことができる時間　裁定は、議長が事案の検討を開始するために必要な全ての情報を受領した旨、権限ある当局及び仲裁の要請をした者に書面で通知した日から6か月以内に、権限ある当局及び仲裁の要請をした者に報告されなければならない。本項第一部にかかわらず、最後の仲裁人が任命された日から2か月以内のいずれかの時期に、いずれかの権限ある当局の承認を得て、議長が他方の権限ある当局及び仲裁の要請をした者に、事案の検討を開始するために必要な全ての情報を受け取っていない旨、書面で通知をした場合、
a)
通知が送付された日から2か月以内に議長が必要な情報を受け取った場合、議長が情報を受け取った日から6か月以内に権限ある当局及び仲裁の要請をした者に裁定について報告しなければならず、
b)
通知が送付された日から2か月以内に議長が必要な情報を受け取らなかった場合、権限ある当局が別途合意した場合を除き、たとえ議長が遅れて情報を受け取った場合であっても、当該情報を参考にすることなく裁定を下さなければならず、また、通知が送付された日から8ヶ月以内に裁定を権限ある当局及び仲裁の要請をした者に報告しなければならない。
17.　規定の期間内に裁定を報告しなかった場合　第6c又は16項に定める期間内に権限ある当局に裁定が報告されなかった場合、権限ある当局は6か月を超えない期間まで期間を延長することに合意することができ、又は第6c又は16項に定める期間の終了日から1か月以内にそれを行なわなかった場合、第5又は6a項（状況に応じて）に従い新しい仲裁人（若しくは複数の仲裁人）を任命するものとする。
18.　最終裁定　第25条第5項、又は付託事項、あるいは裁定に合理的に影響を及ぼし、本合意書に規定された手続規則違反を理由に、締約国の裁判所が執行不能と判決した場合を除き、裁定は最終的なものとする。裁定が、上記理由により執行不能と判決された場合には、仲裁の要請はされなかったものとみなされ、仲裁手続は実施されなかったものとみなされる（第8項「情報の伝達と機密保持」、第13項「仲裁費用」を目的とする場合を除く）。
19.　裁定の実施　権限ある当局は、仲裁に至った事案について相互の合意を成立させることにより、その合意について報告を受けた日から6か月以内にその裁定を実施する。
20.　裁定が出されない場合　第6、15、16、17項にもかかわらず、仲裁が要請された後から裁定を言い渡すまでの間の何時でも、権限ある当局が、書面で仲裁人及び仲裁を要請した者に対し、付託事項に記載された未解決の問題はすべて解決されたことを通知した場合には、当該事案は相互協議手続に基づいて解決されたものとみなされ、裁定は下されない。
この合意は、条約第25条第5項が発効した後に、同条項に従って行われる仲裁要請に対して適用される。
［本合意書署名日］
［各締約国の権限ある当局の署名］


合意モデルの一般的手法
2.　相互協議手続を補完する仲裁手続を構築するために幾つかの手法を用いることができる。「独自の見解」のアプローチとでもよぶことのできる、一手法では、仲裁人は、適用法に基づき、当事者から事実及び論拠の提示を受け、独自に決定に達する。この決定は、関連する事実の書面による合理的な分析及び適用される法源に基づきなされる。
3.　あるいは、所謂「ラスト・ベスト・オファー」又は「最終オファー」のアプローチでは、各権限ある当局は、関係する問題の解決案を仲裁パネルに提示しなければならず、仲裁パネルは提示された2案の中から選択することになる。これらの二つの立場には当然幾つかのバリエーションがある。例えば、仲裁人は独自に決定に達することができるが、書面で決定を示す必要はなく、結論だけを提示すればよい。適切な方法は、ある程度、決定される問題の種類にもよる。
4.　上記の合意モデルは、始点として「独自の見解」のアプローチをとる。このアプローチは通常適用されるプロセスであるが、多くの事案、特に第一義的には事実問題であるものが関わるものは、異なる手法を用いた方が良いと思われるものがあることを認識し、「ラスト・ベスト・オファー」又は「最終オファー」アプローチに基づく代替の「簡易仲裁」手続も定めている。よって、権限ある当局は、ケースバイケース・ベースでその簡易仲裁手続の利用に合意することができる。権限ある当局は、勿論このコンビネーション手法を採用する、一般的に適用するプロセスとして簡易仲裁手続を採用し、情況によっては、独自の見解を一つの選択肢とする、又は二つのアプローチの内の一つのみに限定することもできる。
仲裁の要請
5.　相互の合意モデル第1項には、仲裁を要請する手続が規定されている。仲裁の要請は、事案に係わる一方の権限ある当局に対し書面で行われる。権限ある当局は、要請書受領後10日以内に、他方の権限ある当局にその旨通知する。
6.　第25条第5項の条件が満たされていることを確認するために（本条のコメンタリーのパラ56参照）、仲裁は、申述書を添えて要請され、その申述書には、以下を明示しなければならない。いずれの締約国の国内の裁判所又は行政不服審判所も未だこれらの問題について判決を下していないこと。
7.　仲裁手続は相互協議の延長であり、相互協議手続では解決できない事案を処理することを目的としているので、仲裁手続の過程で、権限ある当局が、要した費用を請求し又は償還させることを目的として、仲裁を要請する者に費用の支払を請求するのは適切ではないように思われる。個別通達やその他の事前確認を求める納税者の要請とは異なり、時に、費用が納税者に請求される場合があるが、締約国間の紛争の解決を追求することが締約国の責任であり、締約国が一般的に費用を負担すべきである。
8.　一方の締約国の権限ある当局に相互協議の申立てがなされ、他方の締約国の権限ある当局にも相互協議の申立てなされた日から2年経過しない間は、仲裁を要請することはできない。相互の合意モデル第2項には、同項に定められた情報が提供された場合には、申立ては、その他の国の権限ある当局になされたものとみなされると規定されている。従って、同項は、必要とされる情報のリストを含めるべきであり、一般にその情報は、相互協議を開始するのに要求される情報及び書類に一致する。
付託事項
9.　相互の合意モデル第3項は、「付託事項」について規定している。「付託事項」は、仲裁人が処理すべき問題を記載した文書である。これは、仲裁パネルが決定するべき問題の司法権の基礎を定める。その件について、仲裁の要請をした者と協議することを望む、権限ある当局が定める。権限ある当局が第3項に定める期間内に、付託事項について合意することができない場合、手続が確実に進行するためになんらかのメカニズムが必要である。第4項で、起こり得る事態について定めている。
10.　付託事項は通常、特定の問題又は一連の問題に限定されるが、事案の性質及び問題の関連性を考慮すると事案全体（特定の問題だけではなく）を仲裁に付託することができるように、権限ある当局が付託事項の起案することもある。
11.　権限ある当局が別途付託事項に規定している場合を除き、相互の合意モデルに規定された手続規則が適用される。従って、権限ある当局は、付託事項により、特別の場合にその規則から逸脱し、又は規則を追加することができる。
簡易仲裁手続
12.　相互の合意モデルに定められた通常の手続では、法律又は事実問題、並びに法律と事実が混合した問題について検討することが認められている。通常、仲裁人は、裁定に至った論拠を説明して裁定の裏づけをすることが重要である。裁定に至った論理を示すことも重要であり、それによって裁定を受け容れることが確実になる。
13.　しかしながら場合によっては、未解決の問題は第一義的には事実問題であり、裁定は例えば、夫々の関係者の所得の調整額及び控除額の決定等、最終的な処理についての単なる説明文であることもある。このような状況は、移転価格事案において発生する場合が多く、そこでは未解決の問題は、単に独立企業間価格又は独立企業間レンジの決定である。（複雑な事実問題が関わる他の移転価格事案もあるが）、例えば、恒久的施設の存在の決定等類似する原則が適用される事案もある。事案によっては、裁定は事実前提の説明文であることもあり、権限ある当局がこれに適切な法の原則を適用しなければならない。合意モデル第5項では、簡易仲裁手続について定めており、権限ある当局はこれらの事案への適用を望むかもしれない。相互の合意モデルのその他の手続規則に優先するこの手続は、所謂「ラスト・ベスト・オファー」又は「最終オファー」仲裁方式の形態をとっている。その方式の下では、権限のある各当局は、双方の合意によって任命された仲裁人に、付託事項に記載された問題に対する権限ある当局の解答をしなければならないが、仲裁人は、単に提出された回答を選択するだけで良い。権限ある当局は、大部分が手続規則に関するものであるが、特定の事案に適用される付託事項により、簡易仲裁手続を修正し補足することができる。
仲裁人の選任
14.　相互の合意モデル第45項には、特定の事案のために起草された付託事項に別途定められている場合を除き（例えば、前項に規定された簡易仲裁手続を選択する又は各権限ある当局が任命する仲裁人を2人以上と規定することにより）、仲裁人を選任する方法が規定されている。通常、両締約国の権限ある当局は、夫々1名の仲裁人を任命する。この任命は、仲裁を要請した者が付託条項を受領してから3ヶ月以内に行われなければならない。（権限ある当局が規定の期間内に付託事項について合意しない事案については、異なる期限が設けられる。）このように任命された仲裁人は議長を選任するが、議長は最初の任命の内の最後の任命がなされた時点から2か月以内になされなければならない。権限ある当局が規定の期間中に仲裁人を任命しない場合、又はこのように任命された仲裁人が規定の期間内に第三の仲裁人を任命しない場合には、OECD租税政策・管理センター局長が仲裁人を任命する旨本項で定める。権限ある当局は、勿論別の方法を定めこの稀な状況に対処することができるが、仲裁人の選任の行き詰まりを打開する独立任命権者を定めることが重要であるように思われる。
15.　相互の合意に仲裁人について特定の資格を定める必要はない。何故なら、適格で相応しい人物を仲裁人として行為させることが権限ある当局の利益に適っており、適格な議長を置くことが仲裁人の利益に適っているからである。しかし、任命手続を容易にするために、適格者のリストを作成することも考えられ、租税委員会がこの作業を行ってもよい。パネルの議長が手続、証拠、及び仲裁手続において発生することが考えられる後方支援業務の問題の経験があること並びに租税問題に精通していることは重要である。各締約国の代表者はこの種の問題に精通しているので、その代表者を仲裁人に任命することは利のあることである。よって、事案に直接関わってこなかった政府の役人をパネルに任命することも可能となる。一旦仲裁人が任命された場合には、その仲裁人の役割は、中立で客観的な立場から事案を裁定することにあることは言うまでもない。一旦任命された場合には、もはや仲裁人は、その仲裁人を任命した国の弁護人として機能するものではない。
16.　相互の合意モデル第9項には、両締約国の権限ある当局が、2年期間以内に相互の合意が成立しなかった原因が主として当該事案により直接影響を受ける者の協力が欠けていたことに帰せられることに合意した場合には、仲裁人の任命を延期することができると規定されている。その場合には、相互の合意モデルのとる手法は権限ある当局が、関連情報の提供の不当な遅延に該当する期間だけ仲裁人の任命を延期することができるようにすることである。仲裁要請書が提出された時にその情報が未だ提供されていなかった場合には、情報提供の遅延に該当する期間は同情報が最終的に提供されるまで続く。しかしながら、特定の事案の解決に必要な情報が権限ある当局に提供されなかった場合でも、権限ある当局は、制限されているが自由に利用できる情報の範囲内で事案を処理し仲裁に付託することは妨げられない。また、権限ある当局が問題を適切に評価するために必要な情報を納税者が追加期間中（例えば、１年）に提供していない場合、問題を仲裁に付託する必要はなくなると合意に定めることも可能である。
情報の伝達と機密保持
17.　仲裁人が、仲裁に付託された問題の処理に必要とされる情報を十分に入手することを認めると同時に、その情報に関し権限ある当局に適用されるのと同じように、厳格な守秘義務を課すことが重要である。守秘義務を確保する措置の案の一つは、相互の合意モデル第8項に規定されているように、権限ある当局が権限を委任した代理人を仲裁人にすることである。しかしながらこれは、守秘義務違反の場合に適用される制裁が規定されている条約の関連条項（すなわち第25条と第26条）及び締約国の法令の諸規定の適用の目的からなされることである。権限ある当局が権限を委任した代理人を仲裁人に指名することは、通常任命状によって確認されるが、法令で別途定められている場合又は権限ある当局が仲裁人を任命しない場合には、別の措置をとることが必要である。
手続規則と証拠規則
18.　仲裁手続きを統括する、相互の合意又は付託事項に未だ規定されていない証拠及びその他の手続規則を制定する最も簡単な方法は、アド・ホック・ベースでその規則の制定を仲裁人に委ねることである。その場合、仲裁人は、自由に、この問題が数多く取り扱われている国際商業会議所の仲裁規則等の既存の仲裁手続を参考にすることができる。一般的な事柄として、仲裁パネルがその裁定の根拠とする、事実に関する資料は、相互協議手続において作成するものとすることを手続規則で明確にする必要がある。パネルは、特別な状況においてのみ、事案の早期の段階で展開されなかった事実問題を調査することができる。
19.　相互の合意モデル第10項は、このアプローチに沿ったものである。すなわち、相互の合意モデル又は付託事項に別途規定されている場合を除き、仲裁人が仲裁会議の日時や方式を決定する。また、仲裁人は、機密情報を含め、仲裁に付託された問題を決定するために必要な全ての情報を入手することができるが、権限ある当局が別途合意した場合を除き、仲裁人は両締約国の権限ある当局が入手することができなかった情報を参考にしてはならない。
納税者の補完的紛争解決手続への参加
20.　相互の合意モデル第11項では、直接又は代表者を通して仲裁を要請する者は、仲裁人に書面で付託の申立てをすることができ、仲裁人が合意した場合には、仲裁人会議で口頭でプレゼンテーションを行うことができる、と定めている。
事務上の準備
21.　仲裁プロセスが実際に機能するためには、事務上の準備をすることが必要になる。その準備には、会議開催場所の設定、手続に用いる言語と翻訳の手配、記録をとること、並びにファイリング等の事務処理が挙げられる。
22.　仲裁会議の開催場所の設定及び後方支援業務に関する最も容易な対策は、仲裁の原因となった申立てを当初に受けた一方の権限ある当局にその問題への対処を委ねることである。その権限ある当局が、仲裁プロセスを行うのに必要な事務職員を派遣するが、これは相互の合意モデル第12項に規定されているアプローチである。この目的のため、その権限ある当局は、自由に使えるように既に持っている会議用の施設及び職員を活用するのが望ましい。しかしながら両締約国の権限ある当局は、合意により、別途の方法を取り決める権利を有する（例えば、権限ある当局及び仲裁人が出席することができる、別の所在地にある会議場の利用）。
23.　相互の合意モデルには、仲裁プロセス実施のために派遣された事務職員は、その手続に関する業務に関して、仲裁パネルの議長の直属の部下として働くことが規定されている。
24.　仲裁手続に用いる言語及び翻訳が提供されるかどうか、並びにそのためにどの翻訳手段を利用するかは、通常付託事項で取り決めておくべき問題である。しかしながら、翻訳及び記録をとる業務は、恐らく手続が開始されてから生じるであろうし、その場合、権限ある当局は、それらの業務について仲裁人と合意に達していなければならない。この合意が成立してない場合には、仲裁人は、権限ある当局の要請に応じて、相互の合意モデル第10項に従って、翻訳をするかどうか又は記録をとるかどうかを決定する。しかしながらその場合、所要費用は、要請した当事者が負担しなければならない（下記「仲裁費用」の項参照）。
25.　その他の事務（例えば通知及び書類のファイリング）は、前項と同様に処理される。このような問題は、両締約国の権限ある当局の合意によって決定され（付託事項に取り決めておくのが最も望ましい）、このような合意が成立しない場合には、仲裁人の判断によって決定される。
仲裁費用
26.　仲裁手続を進めるに当たっては各種の費用が発生するので、誰がこの費用を負担すべきかを明確にしておく必要がある。相互の合意モデル第13項にこの問題が規定されているが、権限ある当局又は事案に係わる者が特定の費用を管理している場合には、その当事者がこの費用を負担し、その他の費用は、両締約国の権限ある当局が均等に負担するという原則に基づいて処理すると規定されている。
27.　各締約国の権限ある当局、及び仲裁を要請した者は、仲裁手続の参加に要した夫々の費用を自己負担すると定めるのが合理的であるように思われる。この費用には、代理人を会議に出席させ、書面口頭を問わず意見を述べ主張を展開して行くのに要する費用が含まれる。
28.　仲裁人に支払うべき報酬は、恐らく仲裁プロセスに要する主要な費用の一つであろう。各締約国の権限ある当局は、夫々独自に任命した仲裁人（又は権限ある当局が仲裁人を任命することができなかった場合に、OECD租税政策・管理センター局長が任命する仲裁人）に対する報酬の他に、その仲裁人が要した旅費、通信費、及びその他の事務費用を負担する。
29.　しかしながら、仲裁人の 報酬、旅費、通信費、及びその他の事務費用は、権限ある当局が均等に負担する。権限ある当局は、通常仲裁人が任命された時にこれらの費用を負担することに同意し、このことは、その任命状で確認される。報酬額は、適切な資格を有する専門家を雇うことができるような、十分な金額でなければならない。その金額の算出方法の一つとして、EU仲裁条約実施要綱で制定されたのと同様の報酬算出表が用いられるかもしれない。
30.　仲裁プロセスの実施に必要な事務職員を含めた仲裁パネルの会議に要する費用は、仲裁に至る原因となった申立てを当初に受けた権限ある当局が負担する。但し、その権限ある当局が会議を準備し、事務職員を派遣するよう要請を受けた場合に限るものとする（合意モデル第12項参照）。多くの事案では、権限ある当局は、既に持っており且つ自由に利用することができる会議用の施設や職員を活用するだろう。そのため、その費用の一部を、権限のある他の当局に割り当てようとするのは、妥当ではないように思われる。「会議に要する費用」には、参加者が要する旅費及び宿泊費は含まれないことは言うまでもない。これらの費用は前パラの通り処理される。
31.　権限ある当局が関係諸費用を負担することに合意している限り、その他の費用（納税者のプロセスへの参加から発生する費用を除外する）については、両締約国の権限ある当局が均等に負担する。この費用には、両締約国の権限ある当局がそのサービスを提供することに合意した翻訳及び記録に要する費用が含まれる。かかる合意が成立していない場合には、その特定の費用をかけることを要請した当事者が、その費用を負担する。
32.　しかしながら、権限ある当局は、相互の合意モデル第13項で示されているように、異なった費用配分の合意ができる。そのような合意は付託事項に定めるか、後日（例えば、想定外の費用が発生した場合）取り決めることができる。
適用される法の原則
33.　権限ある当局が合意に達することが困難であった問題を調査してみると、その典型的な例は、条約の解釈又は第9条及び第7条第2項の独立企業原則の適用に関する問題である。相互の合意モデル第14項に規定された通り、仲裁人は、条約法に関するウィーン条約第31条から34条に規定された解釈の原理に照らし、OECDコメンタリ前文パラ28からパラ36.1に説明されている通り、定期的に修正されるOECDコメンタリを考慮して、条約解釈の問題を決定する。独立企業原則の適用に関する問題は、同様に、OECD移転価格ガイドラインに照らして決定される。条約に関するウィーン条約第32条は、幅広く、条約解釈の補足手段を認めているので、仲裁人は、実際に、条約の条項の解釈に関して関連の法源を決定するのに、幅広い裁量を有するだろう。
34.　租税条約の諸条項の適用は、国内法上の問題に依存する場合が多い（例えば、第6条第2項の不動産の定義は、基本的にその用語の国内法上の定義を採用している）。一般的に、純粋に国内法上の問題を独自に決定することを仲裁人に要請するのは妥当ではないように思われ、又、解決されるべき問題を付託事項に記載する場合には、この点を考慮すべきである。しかしながら、国内法上の問題について正当な見解の相違がある場合があり、このような場合には、権限ある当局は、該当分野の専門家である仲裁人にその問題の決定を委ねるよう希望するかもしれない。
35.　又、権限ある当局が、租税条約の規定を特定の文書（例えば、条約の効力発生後、締結されたMOU（了解覚書）又は相互の合意）に準拠して解釈し適用することに合意するが、その文書の解釈には合意できない場合がある。このような場合には、権限ある当局は、付託事項にその文書について参考として明示することを希望するかもしれない。
裁定
36.　相互の合意モデル第15項は、複数の仲裁人が任命された場合には、裁定は仲裁人の単純多数決により決定されると規定している。付託事項に別途規定されている場合を除き、裁定は書面で行われ、準拠した法源及び判断に至った論拠が示される。仲裁人はその判断に至った論拠を説明し、裁定の裏づけを示すことが重要である。裁定に達した論理の過程を示すことが重要で、それにより関係参加者全員が裁定を受け容れることが確実になる。
37.　第16項に基づき、裁定結果は、議長が事案の検討を開始するために必要な情報を全て受け取った旨権限ある当局及び仲裁の要請をした者に書面で通知した日から6か月以内に、権限ある当局及び仲裁を要請した者に通知されなければならない。しかし、最後の仲裁人が任命された日から2か月以内のいずれかの時点で、議長は、一方の権限ある当局の承認を得て、他方の権限ある当局及び仲裁の要請をした者に、事案の検討を開始するために必要な全ての情報を受け取っていない旨書面で通知をすることができる。その場合、必要情報を議長に提出するために追加の2か月の猶予が与えられる。当該期間内に議長が情報を受け取らなかった場合、当該情報を参考にせずに、その後の6か月以内に裁定が下されると規定している（双方の権限ある当局が別途合意した場合を除く）。他方、議長が情報を2か月の期間内に受け取った場合、当該情報は参考にされ、当該情報を受領後6か月以内に裁定が伝達される。
38.　仲裁人が裁定を下すことができず、あるいは裁定を下す意図がないような異常事態に対処するために、裁定が定められた期間内に通知されない場合には、権限ある当局は、裁定を提示する期間を延長するか、あるいは1か月以内に合意に達することができない場合には、事案に対処するために新しい仲裁人を任命することに合意することができると、第17項は定めている。新しい仲裁人を任命する場合には、仲裁プロセスは元の仲裁人が任命された時点に遡及し、新仲裁人により継続される。
裁定の公表
39.　相互協議に基づき決定された個々の事案についての裁定は、一般に公表されない。しかしながら、理由を明示した裁定を公表することにより、仲裁手続の透明性が増大する。又、裁定は、いかなる意味においても正式な先例にはならないが、裁定を公表することが他の事案の方向性に影響を及ぼし、今後の紛争を避け、同じ問題がより一層統一的に処理されるようになる。
40.　従って、相互の合意モデル第15項は、裁定は公表することができると規定する。しかしながら、この公表が行われるのは、権限ある当局と仲裁を要請した者が公表することを合意した場合に限定される。又、権限ある当局が開示を受けた情報の機密性を保持して行くために、当事者の氏名又は当事者の身元が明らかになるような事項は開示しないという形で、公表が実施されるべきである。
裁定の実施
41.　一旦、裁定により、権限ある当局が解決することができなかった問題に拘束力のある解決が得られた場合には、その後権限ある当局は、裁定を反映させた相互合意を締結し、事案により直接影響を受ける者に提示される。遅延を避けるため、相互協議の合意として裁定をとり入れ、裁定が通知された日から6か月以内に相互協議を完了させ納税者に提示されるべきであると提案されている。この点は、相互の合意モデル第19項に規定されている。
42.　条約第25条第2項では、国内法による期限にかかわらず、権限ある当局は、成立した合意を実施する義務があることを規定している。同第5項では、また、裁定は両締約国に対して拘束力をもつことを規定している。従って、合意書に従い納税者を賦課する、又は相互の合意の締結を通して裁定を実施することを怠った場合には、条約の規定に適合しない課税が行われるという結果を招く。従って、裁定が実施されない場合、課税に影響を受ける者は、法令に定める救済手段か、又は条約第25条第1項による相互協議申立てをすることにより、救済を求めることができる。
43.　相互の合意モデル第20項は、権限ある当局が、裁定が下される前に、仲裁に至った未解決の問題を解決することができる場合について規定する。仲裁手続は、通常の相互協議に基づき解決できない問題を処理する例外的な措置であるから、権限ある当局が、自らその問題を解決することができる場合には、その例外的な措置に頼らないのが妥当である。権限ある当局は、裁定が下されていない限りこの問題の解決に合意することができる。
B.　OECDモデル租税条約第25条のコメンタリーのその他の修正案
17.　2004年のプログレス･レポートは、相互協議の効率性を高めるため、OECDモデル租税条約第25条のコメンタリーの修正の可能性を認めている。これは、プログレス･レポートに打ち出されている諸提案を見れば良く分かる。（別添1に列記する）本章では関連する提案について述べるとともに、委員会が採用した条約第25条に関するコメンタリーの修正について説明する。下記修正案には、現行のコメンタリーに対する修正箇所が、追加及び削除を含めて太字のイタリック体で記載して明確にされている。
1：　期間制限
提案：
各国の国内の規則の差異を考慮して、期間制限の要件を分析し、この点に関して可能な解決策を検討する作業を行う。この作業結果は、MEMAPの中で適切な慣行のガイダンスとしてまとめることで、期間制限について不明確な点を明らかにし、納税者にその立場を保護する機会を与えることを狙いとする。又、この作業の結果、第25条コメンタリーの修正がなされる可能性がある。
18.　モデル租税条約第25条第1項に従い、納税者は、条約の諸規定に適合しない課税を受けることになった措置の最初の通知の日から3年以内に相互協議申立書を提出しなければならない。2004年のプログレス･レポートは、この期間が何時始まり、何時終了するのか、更に詳しく検討することは、利点のある作業であると指摘している。
19.　指摘されている不明確な点は以下の通りである。
－
一般的に申告納税制度の下では、「通知」はいかなる時点で行われたとされるのか。
－
期間制限の始期は通常、どのような事由が発生した場合か。
－
源泉地国が条約の規定に違反して源泉税を課税したが、後日居住地国が納税者に対する課税を再査定し、外国税額控除を認めず二重課税が発生した場合には、通知は何時出されたとみなされるのか、例えば、当初に源泉税が課されてから4年後か。
－
相互協議申立ての前に国内の法的手続がとられている場合、その間、MAP期間制限（３年間）は進行しているのかどうか（国内の法的手続の間、MAP期間が進行しているとして取り扱うことは、納税者が不注意でMAP利用機会を喪失する結果になるかもしれない。）。
－
納税者が必要な措置をとる期間内ではあるが、国内法に基づく帳簿保存義務の期限が切れている場合は、どう処理すべきか。
コメンタリー修正
20.　この問題に対応して行くために起案されたコメンタリー修正は次の通りである。
第25条に関するコメンタリー第18項を、以下の項に置き換える。
18.　3年間の期間制限の開始時点を、「条約の規定に適合しない課税を受ける結果となった措置についての最初の通知」の日と定める規定は、納税者に最も有利になるように解釈されるべきである。よって、かかる課税が、一般に適用される行政上の決定又は措置に従って直接になされるべきものであるとしても、期間制限は、かかる課税を惹起した個々の措置の通知の日から起算される。すなわち、納税者にとって最も有利な解釈に基づき、賦課通知書、督促状その他の税の賦課徴収のための公式文書によって証拠づけられる課税の措置それ自体から起算される。［現在の項の残りの部分は、新18.3項の一部となる］3年の期間制限は申立ての内容が具体化したときに始まるが、納税者は、その課税が条約の規定に適合しない課税となると認識する場合には、直ちに申立てをする権利を有しているので、納税者は、この3年の期間制限の始期の前に相互協議を開始する権利を有する場合がある（前記パラ12で述べた事例参照）。
18.1　どのような書類が、賦課通知書、督促状その他の税の賦課徴収のための公式文書に該当するかについては明確になっている場合が多く、通常、国内法上の準則があって、何時その通知が“行われた”とみなされるかについても定められている。このような国内法は、通常、その通知書が送付された時（送付時）、送付後所定の日数経過時、送付先住所に到着予定時（この場合到着時とは、通知書が実際に受領されたと推定される時をいう）、又は通知書の現物が実際に受領された時（実際に通知書の現物を受領した時）を、通知が行なわれたときとしている。このような規則がない場合には、このパラは納税者に最も有利に解釈されるべきであるということを念頭においた上で、実際に通知書が受領された時、又は十分な証拠がない場合には、通知書が当該宛先に到着したと予想される時が、通常、通知が行われた時として取り扱われるべきである。
18.2　申告納税の場合には、通常、課税決定に効力を及ぼす何らかの通知が発出される（納税額又は還付請求の拒否若しくは調整の通知等）。この場合、3年の期間制限の始期は、納税者が納税申告書を提出した時ではなく、むしろこの通知の時である。しかしながら、納税額通知書等がない場合があり、このような場合には、該当する「通知」時は、納税者が業務の通常の過程で、事実上条約の規定に適合していない課税について通知を受けたとみなされる時になるであろう。例えばこれは、納税資金の振替を記録した情報が、銀行預金残高通知書及び計算書等により納税者に伝達された時になるであろう。納税者がその段階で条約に適合しない課税と実際に認識するかどうかにかからず、3年の期間制限は開始する。但し、納税者の立場にある合理的に賢明な者はその段階で条約に適合しない課税であるとの結論を出すことができたであろうものとする。そのような場合、つまり、納税者への課税の通知があれば十分である。しかし、申告納税と他の状況との組み合わせによってのみ、納税者の立場にある合理的に賢明な者が条約に反する課税であると結論付けることができる場合には、（納税者の事案と同様の事案を条約の規定に違反する課税であると判断する裁判所の決定）後者の状況が具体化した場合にのみ、3年の期間制限は開始する。
18.3　租税が源泉徴収により課される場合には、期間制限は所得が支払われた日から起算されるが、源泉徴収が行なわれたことを後日初めて知ったことを納税者が証明した場合には、期間制限は当該日から起算される。この条約に適合しない課税が両締約国においてなされた決定又は措置の組み合わせによって惹起される場合には、期間制限は、もっとも遅い決定又は措置の最初の通知の日から起算される。これは、例えば一方の締約国が条約の規定に適合しない租税を課しているが、他方の締約国において第23A条又は23B条に従って、二重課税が発生しないようにかかる課税に対して控除が行われ、納税者は、実際には、一方の締約国の措置に関しては相互協議を開始しない場合がしばしばあることを意味する。しかしながら他方の締約国が、その後、控除は認められないと通知し二重課税が発生した場合には、新しい期間制限はその通知の日から開始する。何故なら、両締約国でとられた措置が一緒になって、初めて条約の規定に適合しない二重課税の結果となるからである。特にこの種の事案の場合には、課税当局が保持している記録が、締約国の一方又はその両方で行われている通常の取り扱いにより、期間制限が終了する前に日常業務の一環の中で廃棄されてしまうかもしれない。条約上の義務によりかかる廃棄を防止することはできず、あるいは権限ある当局に納税者の主張を証拠なくして受け容れるよう要請するものではないが、このような場合には、納税者は証拠を補足して提出する機会を与えられ、国内法により許される範囲内で相互協議が継続されるようにすべきである。場合によっては他方の締約国が、モデル租税条約第26条に従って十分な証拠を提供できることがある。もちろん、特定の問題に関して納税者が相互協議の開始を求めることができるよう、全期間に亘って、課税当局がかかる記録を保管しておくことが望ましいことは言うまでもない。
18.4　3年の期間制限は、国内法（行政上のものを含む）に基づく手続（例えば、国内における不服申立手続）が行われている期間中も進行している。このため、これにより、納税者は、国内法上の救済か相互協議による救済かを選択することを要請されるという、難しい問題を惹起することになる。納税者の中には専ら相互協議に頼る者もあるが、相互協議を開始する一方、並行して国内法による救済措置を開始し、当初は積極的に追求をしないが、この困難な問題に対処しようとする納税者も多い。この結果、非効率的に、リソースが相互協議に充てられることになるだろう。ある国は、国内法で認められている場合には、国内法による法的手続期間中、3年間（又は3年よりも長期間）の期間が中断することによって、特別にこの問題を処理して行くことを希望するかもしれない。この際に2つのやり方があり、一つのやり方は、納税者が相互協議手続を開始するが、国内法による手続は中断されず、権限ある当局は、国内法による措置が最終的に決定されるまで本格的に交渉を行わないという手法であり、もう一つの手法は、権限ある当局による交渉を開始するが、相互協議により最終的に問題を解決するのは、納税者が国内法による措置を取り下げることに同意した後とするという手法である。いずれも第25条の趣旨に合致しており、後者の手法については、本コメンタリー・パラ31で説明する。これらのいずれの場合においても、納税者には、どちらかの手法も採れることを知らされるべきである。納税者が、国内法に基づき、「防御的」不服申立てを提起する必要があると考えるかどうか（例えば、国内法に基づく出訴期限の要件を考慮して）にかかわらず、当事者全員にとって望ましいアプローチは、納税者の問題を解決するため、相互協議に第一の焦点が当てられ、二国間ベースで解決が図られることである。
2：　条約の規定に適合しない課税の可能性
提案：
コメンタリーを修正して、条約の規定に適合しない課税が実施される「可能性」の問題を説明し、この要件を適用する方法に関する指針を提示する。指針には、納税者に期間制限の開始を確実に知らせるためになされるべきことが含まれる。
21.　第25条に関するOECDモデル租税条約コメンタリー・パラ12に注記されている通り、納税者が申立てたMAPを進行させるためには、納税者は、一方又は両方の締約国によってとられた措置の結果により、条約の規定に適合しない課税が行われる可能性があるというだけではなく、課税される蓋然性が高いことを示す必要がある。疑義がある場合は納税者が有利に解釈すべきであるという注記を含め、何が「現実的な可能性」となるか、更に詳述することが決定された。
22.　納税者がMAPを申立てる機会が生じたことを知ることができるのはいつかということについては、しばしば関連する問題がある。二重課税の可能性について納税者が知ったのがMAP申立期限のかなりの期間が経過してからという事態に対処するようなガイドラインや、その他の解決可能性があるか否か、ということである。（プログレス･レポート・パラ20に示された事例で、源泉税について、後日、外税控除が否認されたケースを参照）。
23.　「現実的な可能性」について、納税者が、例えば51%の確率があると証明する必要があるというようなことを意味するものでないことを明確にすることについて合意された。又、申告納税の場合に、どの時点で二重課税の可能性が生じたといえるか、明確化することも合意されたが、個々の申告納税制度の特徴によって、この時点が異なることは認識しておく必要がある。
コメンタリー修正
24.　この問題に対応するために起草されたコメンタリー修正は、次の通りである。
第25条に関するコメンタリー第12項を、次の項に置き換える。
12.　相互協議は、国内法上の紛争解決の手続とは異なり、納税者が「条約の規定に適合していない」と考える課税が当該納税者に対して行われ又は告知されるのを待つことなく、当該納税者により開始させることができる点に留意すべきである。相互協議を開始することができるようにするには、納税者は「いずれかの一方又は双方の締約国の措置」がかかる課税をもたらし、かつ、この課税が可能性の水準ではなく蓋然性の水準にある危険として発現することを立証しなければならず、またそれで十分である。かかる措置とは、立法的な性格と規制的な性格のいずれであるか、また一般的適用又は個別的適用のいずれであるかを問わず、その直接かつ必然の結果として、申立人に対し、この条約の規定に反して租税を課することとなるすべての措置や決定を意味する。従って、例えば、一方の締約国の税法改正の結果、特定の種類の所得を得ている納税者について、条約の規定に適合しない課税となる場合には、その法律が改正され、その者が課税対象となる所得を稼得し、又は恐らくそれだけの所得を稼得するであろうということが分かった場合には、直ちにその者は相互協議を申立てることができる。他の事例には、申告納税を行う、又は監査の過程における特定の納税者の納税状況を積極的に調査すること等が含まれ、どちらの場合も条約に適合しない課税を発生させる可能性がある。（例えば、締約国の国内法に基づき、納税者が採る必要のある申告納税が、もし締約国に非申告制における申告として提案された場合、条約に適合しない課税が発生する可能性が生じた、又は締約国の公表している見解、若しくは監査習慣の状況等によって、納税者等の特定の申告状況を積極的に調査するという状況が発生する可能性が高くなると、条約に適合しない課税が起こり得るという申告の提案につながる等）。もう一つの例としては、独立企業原則に従うために、納税者が関係者との取引において使用した実際の価格から生じる所得よりも高額の課税所得を申告することを、締約国の移転価格法によって求められる場合、及び相互協議手続がない場合に納税者の関係者が他の締約国において、対応的調整を得ることができるかどうかについて相当な疑義がある場合である。第1項の最初の文言に示されている通り、一方又は両方の締約国の課税措置の結果により条約の規定に適合しない課税となったかどうかについては、納税者の立場から判断されなければならない。この場合納税者は、その課税について合理的に、又立証し得る事実に基づいて判断しなければならないが、他方税務当局は、単にそのような課税が生じることが立証されていないと考慮して（例えば、「可能性の比較考量（バランス）」という国内法上の立証基準に照らして、など）、第1項に基づく申立てを拒否すべきではない。
12.1　相互協議手続の最初の一歩が、単に条約に適合しない課税の可能性に基づき、ごく初期に開始される可能性があるため、この方法による手続の着手は、第25条第5項に記載される2年間の期間の開始を決定する上で、権限ある当局に対する事案の申立てとはみなされない。第25条のコメンタリーの別添パラ8に2年間の期間が開始する条件が記載される。
3.　MAP利用の拒否
提案：
国が異なれば法令に関する状況も異なるという点を考慮して、納税者がMAPの利用を拒否されるべき事情を、本件に関する適切な取り扱いの検討も含めて分析する。この分析の結果を、MEMAP及び、必要と考えられる場合には、第25条に関するコメンタリーに反映させる。
25.　第25条第1項の規定にかかわらず、例えばMAPが要請されている事案に関し、納税者の側に詐欺、隠蔽又はある種の脱税行為があると考えられる場合には、国が相互協議の開始を拒否することができる。国が異なれば見解が異なり、又判断の基準も異なって来るので、本件の場合は問題が複雑である。
コメンタリー修正
26.　この問題に対処するために起草された、コメンタリー改正は次の通りである。
第25条のコメンタリー・パラ18.4のすぐ後に、提案2に従って修正した項を付け加える。
18.5　　国によっては、MAPの要請に係わる取引が濫用とみなされる場合には、納税者が第25条第1項に基づき相互協議を開始することを拒否する国がある。この問題は、第1条に関するコメンタリー・パラ9.1以下で説明した、「条約の不適切な利用」という問題と密接に関連している。しかしながら、特別に規定されている場合を除き、取引を濫用とみなし、相互協議へ進むことを拒否する一般的な規則はない。課税が国内法の回避規定に基づき行われたという単純な事実が、相互協議の利用を拒否する理由となってはならない。しかし、国内法の深刻な違反による重大な罰則が絡む場合、MAPの利用を拒否することを望む国もある。国がMAPの利用を拒否する条件を条約で明確にする必要がある。
18.6　　国によっては、憲法その他の国内法の規定又は判決のために、特定の問題について、相互協議による解決は馴染まない、あるいは少なくとも納税者が申立てた相互協議による解決は馴染まないと考えている国もある。例えば、憲法上の要請により、課税当局は最終的な司法の判断に服さねばならず、納税者に救済手段を与えることが、それに違反する場合である。しかしながら、租税条約及びその他の条約について一般に認められた原則は、たとえ憲法でも、条約の義務違反は正当化されないという原則である。条約法に関するウィーン条約第27条には、この条約法の一般原則が反映されている。何が条約違反にならないかは、認められた租税条約解釈原則に従って解釈した上、条約の条文自体にその正当化理由が見出される必要がある。しかし、正当化理由は、問題が一旦相互協議の対象になった場合には、両締約国がどうその問題を取り扱うかを決めるだけでなく、両締約国がその問題を検討する段階に至らなくなるため、そのような正当化理由を見出すことは稀であろう。実際に一方の締約国が他の締約国と協議することなくこのような決定をするかも知れず、また、二国間による解決が考慮されないままになるかもしれないので、ある問題が納税者が申立てる相互協議に馴染まないという見解は軽々しく打ち出されるべきではないし、交渉の上、条約の諸条項によって裏づけされる必要がある。ある権限ある当局は、納税者が開始する相互協議を認めない理由として、国内法がその障害になっていることを挙げているが、他方の権限ある当局に、この障害になっている点を通知し、その見解の法的根拠を十分に説明すべきである。より一般的には、純粋な国内法の障害によって、ある問題についての相互協議を開始することが妨げられるようなことはないが、その障害によって、明らかに権限ある当局が、条約の規定に適合しない課税を回避するように問題を処理することが妨げられ、他の締約国が納税者のためにその問題を解決する現実的な機会がない場合には、その状況を納税者に公表し、相互協議手続の予想される結果について、納税者が誤って期待を寄せることがないようにすべきである。
18.7　その他の場合、相互協議の開始が認められたが、条約の交渉が始まってから発生した法令上の問題により、権限ある当局が、たとえ一部とはいえども納税者が提起した問題を解決することが妨げられることがある。このような事態が進展し、その影響で権限ある当局が法律上の制限を受け、双方の協議により問題を解決することができないことが明らかな場合、多くの国は、このような事情の変更は、権限ある当局が当該相互協議手続きから離脱することが認めるような重大なものであることを認めるであろう。しかしながら場合によっては、困難は一時的なものに過ぎないかも知れない。例えば、一時的な期間の例として修正法が制定される場合が挙げられるが、その場合には、相互協議は終了されないで中断される。両締約国の権限ある当局は、協議の困難性及び相互協議手続に及ぼす影響の可能性を議論する必要があるだろう。全体又は一部を問わず、納税者に有利な決定には拘束力があり、通常権限ある当局の一方が従わなければならないが、なお相互協議の交渉を続ける余地がある場合がある。例えば一方の権限ある当局が、他方の権限ある当局に対し、他方の権限ある当局が救済すべきことを示す場合など。
18.8　相互協議手続きの一部として成立した合意を、国内法に基づいて実施しないとすることには正当性が低い。かかる合意を実施する義務が第2項の最後の節に規定されていることは明らかであり、実施に対する障害が既に存在している場合には、その障害にどう対処するかを合意自体の条項に織り込むべきである。租税条約は、時により予想することが困難な一連の法令の変更という背景に反して交渉されるが、両当事国は、この点を弁えて原条約について交渉し相互の合意が成立しているので、その後相互の合意の基礎条件を変えるような予期し得ない事情の変更があった場合には、一般的に必要な範囲内で合意を修正することが必要になるものと考えられる。明らかにこの種の法令の改正が進展している場合には、このような問題が発生することは稀であるが、信義誠実の原則に基づき出来る限り速やかに相手国に通知することが必要であり、法令改正の進展により許される範囲内で相互の合意を修正するか、新しい合意を模索するよう誠実に努力すべきである。この場合、納税者の当初の相互協議申立てがなお効力を有しているものとみなされるべきで、新しい申立てを要請すべきではない。
4.　徴税の猶予
提案：
MAP期間中の徴税の猶予に関する各国の取扱いを分析し、また、徴税を確実に実行し、別途政府の利益を保護する代替の方法を策定することにつきコンセンサスを得るように努める。この作業の結果をMEMAP及び妥当とみなされる範囲内でコメンタリーに記載する。
27.　ある締約国においては、納税義務が履行されるまでMAPは開始されない。その他の締約国の場合には、MAPは開始されるが徴税は猶予されない。従って、MAPが行われている期間中でも租税は徴収され、両締約国で同一の利益が課税対象となるので、MAPの進行中に納税者に一時的に二重課税を課すことになる場合が多い。実際問題として、そのため納税者の支払能力の問題が発生する。
28.　この点についての各国の取り扱いは異なっているが、MAP開始の条件として、納税者に猶予が認められない税の納税を強制する場合には、MAPを誠実に実行する義務が果されている、と言えるかどうか疑問が生じる。最終的な徴税は、政府の問題ではあるが、MAP期間中、相当の金額の、ある種の保証その他の担保が、納税に代わるものとして供されることもできるかもしれない。
コメンタリーの修正
29.　この問題に対応するために起草されたコメンタリー修正は次の通りである。
次の項を第25条のコメンタリーに付け加える。
31.4.　ある締約国は、紛争の対象となっている税額の全部又は特定の一部が納税されるまで、納税者は相互協議を開始することができないという見解をとっている。それらの締約国では、未納の税金を納めることは、相互協議の結果により、その一部又は全額還付することになるので、基本的には第25条により律せられない手続上の問題であり、よって、第25条の趣旨に反しないと考えている。多くの締約国はこれとは反対の見解をとっており、第25条には相互協議が開始される前に納税者がしなければならないことがすべて規定されているが、そのような要件は課していないという見解である。これらの締約国は、納税者が課税され納税額が通知される前でも（前記第12項に述べた通り）相互協議は実施することができるという事実、及び、第3項に基づき権限ある当局が開始した相互協議については、そのような要件がないことは明白であるという見解が受け容れられていることにその意見に対する裏づけを見出している。
31.5　第25条には、紛争の対象になっている税額の全額又はその一部につき、納税者が定められた税金を納めていないことを理由に、納税者が開始した相互協議を拒否されるがどうかについての明確な答は規定されていない。しかしながら、この点についていかなる見解がとられようとも、同条の実施に際しては、相互協議は条約の実質的な規定に基づいて行われるものであり、第25条の本文は、脱税及び租税回避の防止を含め、その文脈と条約の目的に照らして解釈されるべきであることが認められている。従って締約国は、キャッシュ・フローの問題や、納税者が争っている、少なくとも部分的に課される税額の前払いを要求することにより起こりうる二重課税問題を考慮すべきであり、これは関連する条約の規定に反するものである。少なくとも未納税額の納税は、国内法による審査を開始する要件とされていない場合には、相互協議開始の要件とされるべきではない。納税者が、課税されるのに先立ち（賦課による場合等）相互協議を開始する場合には、少なくとも納税通知がなされてからのみ納税は請求されるべきであるように思われる。
31.6　相互協議手続の決定があるまで徴税を猶予するという政策が望ましい政策とされるには幾つかの理由があるが、これを実行するためには法律の改正を必要としている国が多い。課税の救済を得るために相互協議手続を利用するが、その具体的な条件としての課税の支払義務は、相互協議手続をこのような紛争解決のために一般利用に供するという方針と矛盾することになる。相互協議手続が最終的に二重課税、又はその他の、条約に適合しないその他の課税を排除する場合であっても、相互の合意の成立前に税金を支払う要件は、相互協議手続の解決前の期間に不適切に課された金額に相当する時間的価値を納税者に恒久的に負わせることになる可能性がある。少なくとも、納税者の費用が該当する締約国の夫々の金利政策によって十分に補償されないというごく一般的な場合にこのことが言える。従って、このような場合には、相互協議手続は二重課税又は条約に適合しないその他の課税による負担を経済的な意味合いから、完全に排除するという目標を達成しないことを意味する。更に、この経済的な負担が最終的に排除された場合であっても、同一所得に対して両方の締約国に税金を支払わなければならないという納税者に対する要求は、クロスボーダー貿易及び投資の障壁を排除するという条約の目標に反するキャッシュ・フロ－の負担を課すことにもなる。最後に、既に徴税された税金が還付されるという結果が予想されるときに、ある国が相互協議手続を誠実に成立させることをあまり望まない場合、事案の解決が遅れるという複雑な状況が起こり得る。締約国が、未納税額の納税を、納税者が開始する相互協議の前提条件とするという見解をとっている場合には、条約の諸条項の交渉に際しては、この点を条約相手国に通知すべきである。条約の両締約当事国がこの見解をとっている場合には、相互の了解が成立し易いが、納税者は二度納税を要求されるという、特別のリスクが生じる。法令により許されている場合には、締約国がこの問題に対応する方法の一つは、2つの金額のうち高い方の金額を、信託、エスクローその他同様の勘定として保有し、相互協議の結果を待つという方法であり、それらの代りに納税者の銀行が銀行保証を提供することも、権限ある当局の要件は十分満たされるであろう。他のアプローチとしては、一方の、又は他方の締約国（例えば、賦課の時までに決定される国、又は条約に基づく居住地国）が、もしあれば、他方の締約国に支払われた金額と当該締約国が要請する金額との差額以上には、支払を求めないことに合意するという方法である。どちらの方法が良いかは、最終的には個々の国の法令（行政命令を含む）によるけれども、各種の選択肢をできる限り広く検討し、相互協議の効果をできるだけ高めるような方法を選択すべきである。未納税額の納税が、納税者が開始する相互協議の前提条件となっている国の場合、又は相互協議手続きの中で問題を積極的に検討することの前提条件となっている国の場合、未納税額の支払を要求する場合には、代わりに、権限ある当局間で相互協議が成立した時に、返還する税額に生じる利息を付して還付する制度を設けるべきである。この利息の支払は、返還する税額の価値と相当する資金を納税者が利用できなかった期間を十分に反映すべきである。
5.　延滞税及び加算税の猶予又は免除
提案：
MAP期間中の延滞税及び加算税の猶予又は免除に関する各国の取扱いを分析し、また、延滞税支払義務及び加算税の支払の猶予並びに実施の時期が適切かどうかについてのコンセンサスを得るように努める。この作業の結果を、MEMAP及び妥当とみなされる範囲内でコメンタリーに記載する。
30.　この問題は、いくつかの点において、徴税の猶予の問題と関連しているが、際立った特徴がある。納税期日及び納税義務を発生させる課税通知書が出される前にMAPが開始された場合には、少なくとも、納税者が定められた時に情報を提供したにもかかわらず、問題解決に要した時間に対して累積した延滞税の支払は猶予されるべきであるという主張は正当な主張である。その他の場合としては、特に、納税者にそれまでの段階でMAPを要求する機会が十分にあった場合に延滞税の支払は猶予されるべきであるという主張には、正当性が低いように思われる。
31.　更に上記と関連のある問題は、他の国で過大納税であったことにより支払われる加算金との相殺がある場合に、延滞税が猶予又は免除されるかどうかという問題である。同様に、他の国における延滞税の課税上の取扱い（課税又は控除）の問題もある。
コメンタリー修正
32.　この問題に対応するために起草されたコメンタリー修正は次の通りである。
下記の項を第25条のコメンタリーに付け加える。
31.7　延滞税及び加算税の支払が、条約第2条の対象となる課税として処理されるかどうかについては、締約国ごとに意見が異なっている。ある国は、紛争の対象となる性質をもつ課税として処理しているが、別の国はそのような処理はしていない。その結果、このような延滞税及び加算税を、納税者が開始した相互協議の対象とするかどうかについては見解が別れている。それらが、条約が適用される租税として条約の対象となっている場合には、条約の目的は、二重課税を避けることにあること及び条約締結国が誠意をもって条約を実施するという要件に照らして、できる限り、納税者の相互協議を開始する意欲が削がれるような方法で、延滞税や加算税を課すべきではない。その理由は、延滞税と加算税は、納税者の相互協議に要する費用の負担とキャッシュ・フローに影響を及ぼすからである。条約第2条に基づき、延滞税及び加算税が条約の対象となる租税とみなされない場合でも、第25条に規定された相互協議を開始する権利を含め、納税者が条約に頼る意欲を削ぐかあるいはその意欲を無にするような方法で課されるべきではない。未納の加算税及び延滞税の支払に関して、締約国が要件を課す場合でも、例えば、相互協議の手続が、納税者が開始する国内法に基づく審査よりも面倒なものであってはならない。
6.　MAPと対応的調整
提案：
第25条に関するコメンタリーには、対応的調整が行われる状況においてMAPが適用される事情を明確に示すべきである。
33.　第25条に関するコメンタリーのパラ10には、第9条と第25条の関係（第9条第2項に相当する条項がない場合を含む）が、特別に取り上げられている。
「…大部分の条約加盟国は、移転価格を理由として利得について行われた調整の結果生じる経済的二重課税は、条約の、少なくとも精神に適合したものではなく、第25条に定められる相互協議の適用範囲に含まれるものであると考えている。しかし、この見解に同意しない国でも、実際上、その国内法の規定を活用することにより、真正な法人が関係する大部分の事案について、経済的二重課税を救済する手段を見出しているのである。」
34.　第25条に関するコメンタリー・パラ8～10の説明にもかかわらず、締約国がその相互条約に第9条第2項を含めていない場合にMAPが適用されるかどうかについての問題提起がなされていた。第9条第2項の「対応的調整」とMAPの関係を明らかにし、MAPは、特定の相互条約に第9条第2項が規定されていることとは関係がないことを明確にすることが合意された。
コメンタリー修正
35.　この問題に対応するために起草されたコメンタリー修正は次の通りである。
第25条に関するコメンタリー・パラ10を、以下の項に置き換える。
10.　問題の相互条約にこの種の条項が規定されている場合には、この点は第9条第2項の文言から黙示的に分かる。当該二国間条約が第9条第2項と同様の準則を有しない場合には（1977年以前に署名された条約は、通常これに該当する）、両締約国が、第9条の本文を、第1項（通常は国内法上存する類似の準則を大まかに確認するに止まる）に限るものとして、条約に挿入したという事実だけでも、その意図は経済的二重課税を条約の対象とするということであることを示唆している。その結果、ほとんどの加盟国が、移転価格を理由として利得に加えられた調整の結果生ずる経済的二重課税は、条約の、少なくとも精神に適合しないものであり、第25条に定められる相互協議の適用範囲に含まれるものであると考えている。［現行の条項の残りの部分は、第10.1項の最後の節になる］。
10.1　相互協議は、第9条第2項に規定された種類の調整に関して生じる問題に対処する場合に明確な役割を担っているが、このような規定がない場合でも、各国は、第2項に意図された種類の対応的調整を行うことを含め、二重課税の回避を追求すべきである。若干見解の相違があるものの、締約国は、一般的に、第9条第2項と同様の規定がない場合でも、第9条の条項に反した経済的二重課税について納税者が開始した相互協議を、対応的調整を行うべきかどうかの問題を包めた協議と見ている。しかし、この見解に同意しない国でも、実際上、その国内法の規定を活用することにより、真正な法人が関係する大部分の事案について、経済的二重課税を救済する手段を見出しているのである。
7.　国内法とMAPとの関係
提案：
各国における法令とMAPプロセスとの関係に関する問題については、国内の法制度における憲法上その他の法律上の制約を踏まえて、MAPの効果を十二分に発揮させるように分析し対処する。この作業の結果をMEMAP及びモデル租税条約諸条項の修正、又はコメンタリーに反映させる。
36.　相互協議手続を開始する納税者に対する国内法上の制限については、これらの制限によって相互協議手続の開始が妨げられるという見解を各国が軽々しくもってはならないという一般原則も合わせて、既に説明した通りである（上記提案4参照）。その他の法令上の制限により相互協議の開始が妨げられることはないが、権限ある当局間に合意が成立することは妨げられることがある。法令上の制限が合意の成立を妨げるという推測をすることはできず、各国は法令上の制限が明らかに存在することにもかかわらず、合意を成立させることができるか否かを真剣且つ誠実に検討する義務がある一方、このような問題が発生する典型的な事情は次の通りであることを了解している。
－
ある国は、法令による紛争解決メカニズム、例えば訴訟により、MAPに係わる納税者及びその他の納税者が同じ問題を積極的に追求している間は、MAPによる交渉では合意に達しないという見解をとっている。このような見解自体は条約の規定と相反しないものであるが、その実施には第25条に関するコメンタリー・パラ31で説明したような困難が伴う。
－
ある国は、国内法上の規則は、特に、条約の規定によりオーバーライドされない、という見解をとっており、そのため権限ある当局は、国内法とは異なる解決を得る法的な権限を有していないと考えている。特別な問題は、期間制限に関するものである。多くの国は、第25条第2項第2節を条約に有せず、相互協議の実施について国内法の期間制限の条件がある。そのため、それらの国では、国内法の期間制限を無視して、別途妥当な解決に合意することが妨げられている。
－
ある国では、MAPに係わる納税者その他の納税者に関し、特定の事案について裁判所の判決が下されており、その国の権限ある当局は、MAPが係わっているその事案については、異なった解決に同意する法的権限を有していないと考えている。
－
一方の締約国で、条約ルールについて、他方の締約国が賛成してない司法上及び法律上の解釈が行われている。そして、一方の締約国の権限ある当局は、MAP手続きにおいて、異なった解釈に同意する法的権限を有していないと考えている。
37.　権限ある当局は、国内法に基づいて実施することができないことが予め分かっている解決には同意しないと予想されるが、これらの問題は、MAPによる解決を実施する時に発生することがある。
コメンタリー修正
38.　この問題に対応するために起草されたコメンタリー修正は次の通りである。
第25条コメンタリーの第31項を次の項に置き換える。
31.　いずれかの締約国の管轄裁判所に相互協議と同じ目的で訴訟を提起した納税者との関係で相互協議の合意がなされ、かつ当該訴訟も係属中であるという場合もあり得る。このような場合には、訴訟について裁判所の判決が下されるまで、相互協議の結果として合意された解決策を受け入れることが延期されるということが認められるべきである、という納税者の要求を拒絶する根拠は存しない。［現行の条項の残りの部分が若干修正され、第31.3項の末尾に付け加えられる］。又、権限ある当局がとっている見解が合理的と考えられても、納税者が相互協議を要請している特定の問題に関する訴訟が係属中である場合には、権限ある当局の段階で更に突っ込んで協議して行くためには裁判所の判決を待つ他ない。相互協議の対象年度が訴訟とは異なっているが、納税者による相互協議の要請が本質的には同じ法律問題及び事実問題についてであり、裁判の結果が、実際には訴訟の対象になっていない年度における納税者の税務処理に影響を及ぼすことが予想される場合には、権限ある当局の立場は、実際には上記の場合と同じである。いずれの場合においても、判決を待つ間、又は正式な国内償還手続が進行中に別途相互協議手続の開始を一次停止することによって、第25条第5項に記載する2年間の期間が侵害されることはなく、又は期間を終了させることもない。勿論、いずれの場合においても権限ある当局が、国内法上の手続にかかわらず、その問題を解決することができると考える場合には、相互協議は通常通り継続される。（なぜなら、例えば、訴訟が提起されている場合でも、権限ある当局は、裁判所の判決に拘束されず、あるいは束縛されないため。）
31.1　ある問題について訴訟が継続しているが、その訴訟が、相互協議の開始を要請した者とは別の納税者によって提起された訴訟である場合には事情は異なってくる。原則として、相互協議を求めている納税者の事案が、一方の締約国又は両締約国の権限ある当局の措置により条約の規定に適合しない課税を排除できる場合には、その相互協議を不当に遅延させたり、他の納税者の訴訟により法律問題が明らかにされるのを待つべきではない。もっとも、法律問題が明らかにされることにより、その納税者の事案が有利に展開することが予想される場合には、相互協議を求める納税者は遅延に同意するかもしれない。その他の場合には、相互協議の一環として、権限ある当局の議論が遅延することはあらゆる場合に正当化されるかもしれないが、権限ある当局は、できる限りそのような事案について、相互協議を求めている納税者が不利になるようなことはしてはならない。このことの例としては、国内法により認められている場合には、遅延の期間中、あるいは少なくとも納税者の支配が及ばない事由による遅延期間中には、未納税額の納税の繰り延べを認めることが挙げられる。
31.2　国内手続にもよるが、救済の選択は通常納税者が行い、ほとんどの場合、非公式で2社間で交わされる相互協議手続ではなく、一次停止されるのは、上訴又は裁判手続等の国内法上の償還規定である。
31.3　上述のように、権限ある当局は、相互協議による合意がまだ可能であると考えていても、ある問題について納税者による訴訟が継続中であり、あるいは納税者がそのような国内法上の手続きをとる権利を留保している場合があるかもしれない。しかしながらこのような場合には、裁判所の判決と求められている相互協議による合意との乖離や矛盾を回避するという、特定の権限ある当局の懸念を、これに伴い得る困難と濫用の危険とともに考慮する必要がある。それ故、要するに、そのような相互協議の合意の実施は、通常、次の条件の下でなされるべきである。
－
納税者がかかる合意を受け入れること、かつ、
－
合意により解決した点に関する訴訟を納税者が取り下げること。
8.　25条３項の適用範囲
提案：
第25条第3項の適切な適用範囲を検討し、とりわけ同一の納税者の支店間の二重課税に関し、可能な解決策をコメンタリーに提示する。
39.　本項目は、2004年プログレス･レポートにおける「検討課題」提案6で打ち出された問題である。第25条第3項には（イタリック体の強調部分は追加されている）、「両締約国の権限ある当局は、この条約の解釈又は適用に関して生じる困難又は疑義を合意によって解決するよう努める。両締約国の権限ある当局は、また、この条約に定めのない場合における二重課税を排除するため、相互に協議することができる。」と規定されている。一般的な見解では、第3項1節は、特定の事案を解決するよりも、むしろ条約の円滑な「運用」を目的として規定されているように思われる。しかしそのような事案は、より体系的な問題に突き当たるかもしれない。同項により、特定の事案で発生する問題についてのMAPを開始することは妨げられないし、あるいは、権限ある当局が、現実に特定の納税者の利益になるような結果を求めることを妨げるものではない。第3項は、MAP利用の容易な面を強調しており、相当の期間続いていくように策定された租税条約が継続的に妥当性を保持していくのに寄与している。
40.　第3項第2節はより直接に特定の事案に目を向けているが、その文言は、条約上の義務というよりも、むしろ３項MAPの容易性あるいは３項ＭＡＰの権限の文言であることは明らかである。同規定により、OECDモデル条約に範をとった条約は、同条約の対象外の問題について協議することを妨げるものではないことが明確にされており、明らかにそのような問題を相互協議の範疇に入れることを意図している（第25条に関するコメンタリー第3項参照）。同規定は、どのような場合に相互協議が行われるかについて、大幅な自由裁量を認めている。
41.　第2節は、その用語から見て、条約に関する問題について第1項と同様のMAPを開始する権利を納税者に与えていないが、権限ある当局がこの権利の行使を許可することを妨げるものではない。実際のやり方として、納税者により問題が提示された後に、権限ある当局は第３項によりＭＡＰを進めることを選択することができる。もっとも、納税者による要請は、権限ある当局がMAPを開始する必要条件ではないことは、勿論である。
42.　第25条第3項により発生する事案を取り扱った経験はほとんどないが、ＰＥ（恒久的施設）帰属所得に関する改正作業が進められているので、その問題は今後更に重要になって来るであろう。その作業で採用された方法で、初めて枠組が設定されており、その枠組みにより、国は異なっているが同じ納税者の支店間における利益の配分、例えば資本を銀行の各支店に帰属させること等の極めて複雑な問題を処理することができる。
43.　このような支店は、帰属所得に関する紛争に関係がある国の居住者ではないので、第25条第1項及び第2項で予想されているMAPは利用できないが、それに代わって、第3項に基づいて二重課税問題をMAPにより救済することはできる。第25条に関するコメンタリー・パラ37は、第25条第3項の第2節に基づく協議は、上記ＰＥに関する紛争の処理に利用され、又二重課税を回避するためにその利用を勧めると注記されている。しかしながら第37項は、続いて、締約国が本項を適用する場合の問題点、すなわち国内法により、明示的あるいは黙示的にも条約に取り扱われていない点について条約により補完することが妨げられている国があることを指摘している。また、この理由又はその他の理由により、多くの締約国は、第3項第2節を二国間租税条約に含めていない。
44.　2004年のプログレス･レポートにはこの問題が取り上げられ、同条第3項を再検討し、該当する事案には第３項が広く利用されるようにすることが妥当であると指摘している。
コメンタリー修正
45.　この問題に対応して行くために起草されたコメンタリー修正は、以下の通りである。
第25条コメンタリーの第37項を次の項に置き換える。
37.　第3項第2節により、権限ある当局は、条約の規定の対象外となる二重課税の事案を処理することができる。この点に関係し、特に興味深いのは、両締約国に恒久的施設を有する第三国の居住者の事案である。相互協議が、かかる状況において発生する二重課税を、効果的に排除する結果をもたらすことは単に望ましいのみならず、多くの事案において、条約が全体として効果的に作用することを確保する方法として、権限ある当局は協議することができることを定める、条約第25条と相互協議の役割を反映するものである。締約国が関係する支店に利益を配分する問題に対して、より統一性のある条約の枠組を求めるようになるにつれて、問題が相互協議に基づき処理される機会は益々多くなるであろう。これは、条約本文あるいは議定書を交渉する時に議論するのが有益であろう。条約に明示的に又は黙示的に扱われていない点に関しこの条約が補完されることを国内法が禁じている締約国があり、このような場合には、議定書によって条約を補完しこの問題を処理することができるだろう。しかしながら多くの場合、認められた条約解釈の原則に従って解釈すれば、条約自体の文言により、第三国の企業の2つの支店に絡む問題は第3項の相互協議の対象となることは、十分可能であるだろう。
C.　2004年プログレス・レポートに記載されたその他の提案に関する結論
46.　本セクションでは、2004年のプログレス･レポートで出されたその他の提案のフォローアップ作業について記載する。下記の通り、この作業の主な結果は、実効的相互協議マニュアル（MEPAP）（下記のサブセクション1を参照）の開発及び相互協議事案の報告枠の開発である（下記のサブセクション2を参照）。
1.　実効的相互協議マニュアル（MEMAP）
提案
実効的相互協議マニュアル（「MEMAP」）は、税務当局及び納税者の両方のために開発される。本マニュアルでとる立場は加盟国を拘束するものではないが、特定の問題に関して行った分析を反映するものである。MEMAPでは、適切な慣行及び委員会が検討する問題に対して別のアプローチがあるかどうかの可能性について討議する。
47.　本提案に従い、実効的相互協議マニュアル（「MEMAP」）は開発された。電子的形態の本マニュアルは、オンラインでwww.oecd.org/ctp/memapで入手可能である。MEMAPでは、相互協議の各段階並びに相互協議に関する各種の問題が説明され、適切なものについては、ベスト・プラクティスとして示している。
2.　MAP報告の枠組み 

提案
開示される情報の種類を含め、条約加盟諸国におけるMAP事案の現在の状況に関して何らかの分析を開発できないかどうか、その可能性を探る。
48.　委員会の作業の主要な二つの目標は、MAP事案の処理及び完成の速度を上げ、MAP手続の透明性を全体的に改善することであった 。加盟諸国間では、MAPの取扱件数に関する基本情報を記載した年次報告書を作成し、OECDに提出することが合意された。このような年次報告書によって、税務当局及び納税者の両方に価値ある情報が提供されるものと思われた。これらの報告書は以下の通り作成される。
―
各国には、別添2の表に基づく12ヶ月の報告期間におけるMAPの取扱件数の状況について報告することが求められる。この表では一定の報告期間におけるMAPの事案を以下の通り報告することが義務づけられる。MAP事案の期首及び期末繰越件数、年度中に開始した件数、年度中に完了した件数、二重課税問題が解決せずに年度中に撤退若しくは終了した件数、年度中に完了、終了若しくは撤退した件がそれにかかった平均所用期間（任意）。縦軸にはMAP事案が開始された年度を記入する。
―
報告書はOECDのウェブサイトを通して入手可能であり、同サイトに既に掲載されているカントリー・プロファイルの定期的な更新と共に、毎年更新される。税務当局にとっても、MAP計画の成績を評価するためにこの情報は有用な筈である。
49.　MAPのこの報告体制により、納税者は国のMAP計画をより深く理解することができるようになり、その行動方針に対して決定を行いやすくなる。税務当局もまた、そのMAPプログラムの成果を評価するためにこの情報は有用だと感じる筈である。
50.　報告様式に添えられた定義は、各国において、夫々の国の異なるデータ収集の方法を考慮して、いくらかの柔軟性を持たせつつ、合理的に一貫した報告を作成することができるようにするためのものである。例えば、データを暦年ベースで収集する国や、異なる12ヶ月間をベースにデータを収集する国もある。この様式は、報告する国から合理的に同時に統計を得るという目標を保持しつつ、このような差異を考慮に入れて作られている。
51.　追加のデータを集計する負担が大きくなり過ぎず、且つ個人の納税者の案件を識別してまうリスクがないという総意が得られる場合には、幾つかの国で現在報告されている統計（案件、業種若しくは条約の相手別、又は案件が国内で発生したか、若しくは海外で発生したかにより区分けしたもの等）と同様の追加の統計を将来含めることもできる。追加の統計の報告を希望する国は、カントリー・プロファイルのウェブリンクを通して行うよう推奨される。
3.　二重課税の部分的救済
提案
二重課税の部分的救済のためのより明確なメカニズムを設けることが望ましいという考えを更に検討し、適切であれば、コメンタリーを変更し、この結論を反映させることも考えられる。部分的救済が提供される場合には、補完的紛争解決のメカニズムとの関係にも特に留意する必要がある。
52.
委員会は、現段階及びその他のMAP作業との関連で、この分野の作業は、二重課税の部分的救済制度を設けることを保証するアプローチと見られる可能性があるとの結論を出した。そのため、当分本提案を深く検討しないことに合意した。
4.　統一性、競争関係、及び差別禁止
提案：
一貫性、無差別性、互恵性の問題に関する各国の経験を更に分析し、MEMAP及び第25条に関するコメンタリーに新たな指針を制定する必要があるかどうかを検討する。
53.　委員会は、この問題を今後の検討課題と考え、現段階で特定の指針を制定する立場にあるとは考えていなかった。この問題は、多国籍企業の課税に関する第6作業部会が他の作業の一部としてより適切に対応して行くことができる問題であると考えている。
5.　二次的調整
提案：
二次的調整とMAPとの関係を再検討し、この問題をMAPの手続内で考慮するのが望ましいことを強調する（但し要件とはしない）。
54.　「この問題は「二次的取引」の調整に関する問題であり、これによって、移転価格の調整を提案するある締約国では自国の法令に基づいてみなし取引についての規定を設け、一次的調整から生じる超過利益については、特定の形（例えば、みなし配当、出資、貸付）で移転されたものとして処理され課税されている。」
55.　委員会は、二次的調整の問題が検討作業を行うべき重要な問題であることに同意した。そしてこの問題については、租税条約と関連問題に関する第1作業部会、及び多国籍企業の課税に関する第6作業部会が更に検討して行くことが合意された。
6.　三者間事案
提案：
「「三者間」事案に関して提起された問題に対し、より明確で組織的なアプローチの可能性を追求し、合意が成立した場合には、適切なアプローチ及び多国間の解決策の策定についてコメンタリー修正案を提示することを目指す。」
56.　委員会の結論によれば、これは実質的な問題で、2国以上が関わっている場合に二国間租税条約を適用するというより大きな問題が関わっている。租税条約と関連の問題に関する第1作業部会は、過去にこの問題について行った検討内容（1992年に「三者間事案」について報告書を提出した）を念頭に置いて、三者間事案に関する問題を当該作業部会に持ち込み、該当する場合には多国籍企業の課税に関する第6作業部会と協議することについて合意された。
別添1

　2004年プログレス･レポートに記載された提案のフォローアップ作業
〔2004年プログレス・レポートに記載された提案は、3つのグループに分けられている。現在の提案、今後の作業に対する提案、及び今後の検討課題に対する提案。本別添には、プログレス・レポートの全ての提案が列記され、委員会がフォローアップ作業を求めた部分については、提案がどのように処理されたかについて記載するレポートの部分を示す。〕
2004年プログレス・レポートの現在の提案
1. 各国は、MAPに関する国内の規則及び手続について現在公表されている指針を見直し、本報告書に述べた透明性に関する基準を満たして行くことを保証する。その指針は、運用上及び技術上の問題について各国の見解を踏まえて定めるものとする。このような指針を未だ公表していない国に対しては、できるだけ速やかに公表するよう強く勧告する。
委員会からフォローアップ作業は求められていない。
2.
「各国の概要（Country Profiles）」の出版作業を継続し、対象国の範囲を拡大し、内容を都度更新して最新版とし、内容を充実させて現在進行中の作業に将来の展望を盛り込んで行く。とりわけ、NOEにこの作業に参加するよう勧告する。
フォローアップ作業　カントリー・プロファイルは定期的に更新され、何か国かの非OECD国がプロファイルを掲載した。更新されたカントリー・プロファイルは下記のOECDウェブサイトで閲覧することができる。
http://www.oecd.org/document/31/0,2340,en 2649 33753 29601439 1 1 1 1,00.html

3.
各国は、権限ある当局の法的権限を再検討し、「各国の概要」に権限ある当局の権限の範囲及びMAPの対象となる問題に関する制限を明確に記載する。
委員会からフォローアップ作業は求められていない。
4.
各国は、上記分析に照らして、現行のMAPプロセスの時間枠並びに権限ある当局の運営資源と組織を再検討し、必要な措置をとって提起された問題に対応する。とりわけ各国には、MAP事案の処理に目標とする標準的な期間を定め発表することを勧告する。
委員会からフォローアップ作業は求められていない。
5.
各国は、上記分析に照らして、MAPによる交渉の手順に関し現行の実務処理の仕組を再検討し、必要な措置をとって提起された問題に対応する。とりわけ、MAPによる交渉の進捗状況について納税者に都度通知することを（第26条の機密保持義務を条件として）優先課題とする。
委員会からフォローアップ作業は求められていない。
6.
各国は、上記分析に照らして、MAPの意思決定のあり方を再検討し、必要な措置をとって提起された問題に対応する。とりわけ、各事案の実体的事項に基づき、原則に則った客観的で公正な方法で事案を解決することに重点を置く。
委員会からフォローアップ作業は求められていない。
7.
各国は、上記分析に照らして、MAPによる合意の実施要領を再検討し、必要な措置をとって提起された問題に対応する。とりわけ各国には、納められた税金の還付を含め、期間を定めて合意を完全に実施するよう勧告する。
委員会からフォローアップ作業は求められていない。
8.
各国は、上記分析に照らして、MAPによる合意が次年度以降に与える効果について取扱手法を再検討し、必要な措置をとって提起された問題に対応する。
委員会からフォローアップ作業は求められていない。
9.
MAPによる合意は公式の先例にはならないことは明らかであるが、各国は、特定の事案に関しその他のMAPによる合意の取扱要領を再検討し、最大可能な範囲内で原則に則り首尾一貫した方法で事案を解決して行くことを保証する。
委員会からフォローアップ作業は求められていない。
今後の作業に対する2004年プログレス・レポートの提案
1. 税務当局と納税者の両方を対象とする実効的相互協議マニュアル（MEMAP）を作成する。同要領に記載された見解は条約加盟諸国を拘束するものではなく、特定の問題に関して行った分析の結果を示したものである。MEMAPには、適切な取り扱い及び委員会が検討した問題に対する代替のアプローチについて説明する。
同要領の対象になっている個々の問題については、本報告書の該当箇所で詳しく説明する。
フォローアップ作業　本レポートのセクションC（1）を参照
2. 各国の国内規則の差異を考慮して、期間制限の要件を分析し、この点に関して可能な解決策を検討する作業を行う。この作業の結果をMEMAPの実施要領としてまとめることで、期間制限について不明確な点を明らかにし、納税者にその立場を保護する機会を与えることを狙いとする。又この結果に基づいて第25条に関するコメンタリーの修正をする。
フォローアップ作業　本レポートのセクションB（1）及び本レポートのセクションC（1）に記載されるMEMAPの作業を参照
3. コメンタリーを修正して、条約の規定に適合しない課税が実施される「確率」の問題を説明し、この要件を適用する方法に関する指針を提示する。指針には、納税者に期間制限の開始を確実に知らせるためになされるべきことが含まれる。
フォローアップ作業　本レポートのセクションB（2）を参照
4.
MEMAPには又、条約の規定に適合しない課税が生じる「確率」問題のに関する討議内容を記載する。
フォローアップ作業　本レポートのセクションC（1）に記載されるMEMAPの作業を参照
5.
国が異なれば法令に関する状況も異なるという点を考慮して、納税者がMAPの利用を拒否される事情を、本件に関する適切な取り扱いの検討も含めて分析する。この分析の結果をMEMAP及び、必要と考えられる場合には、第25条に関するコメンタリーに反映させる。
フォローアップ作業　本レポートのセクションB（3）及び本レポートのセクションC（1）に記載されるMEMAPの作業を参照
6.
国が異なれば法令に関する状況も異なるという点を考慮して、法令の手続要件又は行政上の理由により納税者が事実上MAPの利用を妨げられる事情を、本件に関する適切な取り扱いの検討も含めて分析する。この分析の結果をMEMAPに反映させる。
フォローアップ作業　本レポートのセクションC（1）に記載されるMEMAPの作業を参照
7.
MAP期間中の徴税の猶予に関する各国の取り扱いを分析し、また、徴税を確実に実行し、別途政府の利益を保護する代替の方法を策定することにつきコンセンサスを得るように努める。この作業の結果をMEMAP及び妥当とみなされる範囲内でコメンタリーに記載する。
フォローアップ作業　本レポートのセクションB（4）及び本レポートのセクションC（1）に記載されるMEMAPの作業を参照
8.
MAP期間中の延滞税及び加算税の猶予又は免除に関する各国の取り扱いを分析し、また、延滞税支払義務及び加算税の支払の猶予並びに実施の時期が適切かどうかについてのコンセンサスを得るように努める。この作業の結果を、MEMAP及び妥当とみなされる範囲内でコメンタリーに記載する。
フォローアップ作業　本レポートのセクションB（5）及び本レポートのセクションC（1）に記載されるMEMAPの作業を参照
9.
MAPにより合意を成立させ、その合意を実施するのに必要な法的権限を分析し、分析の結果をMEMAPに反映させる。合わせてすべての国がMAPを効果的に運用するのに必要な権限を権限ある当局に授与することを勧告する。
フォローアップ作業　本レポートのセクションC（1）に記載されるMEMAPの作業を参照
10.
第25条に関するコメンタリーには、対応的調整が行われる状況においてMAPが適用される事情を明確に示すべきである。
フォローアップ作業　本レポートのセクションB（6）及び本レポートのセクションC（1）に記載されるMEMAPの作業を参照
11.
実際の条約の条項に関するコメンタリーを今後修正する場合には、事情によっては妥当な解釈を適用することによってMAPプロセスに頼る必要性はなくなるものの、他方、そのような適用が出来ない場合にはなおMAPを利用する可能性が残されていることを指摘する。
委員会から、直ちに行うフォローアップ作業は求められていない。
12.
各国における法令とMAPプロセスとの関係に関する問題については、国内の法制度における憲法上その他の法律上の制約を踏まえて、MAPの効果を十二分に発揮させるように分析し対処する。この作業の結果をMEMAP及びモデル租税条約諸条項の修正、又はコメンタリーに反映させる。
フォローアップ作業　本レポートのセクションB（7）及び本レポートC（1）に記載されるMEMAPの作業を参照
13.
権限ある当局の機能の強化に関する討議内容を、資源の配分及び時間枠の設定の問題に重点を置いて、MEMAPに盛り込む。
フォローアップ作業　本レポートのセクションC（1）に記載されるMEMAPの作業を参照
14.
MAPにおける納税者の役割に関する討議内容を、MAPによる交渉過程をオープンにし透明性を高める必要があることに特に焦点を当て、MEMAPに盛り込む。
フォローアップ作業　本レポートのセクションC（1）に記載されるMEMAPの作業を参照
15.
MAPに関する適切な意思決定の方法に関する討議内容を、できるだけ速やかに事案の行政的解決を図る必要性と、首尾一貫し原則に則った決定への要望という相反した状況の説明を含めて、MEMAPに盛り込む。
フォローアップ作業　本レポートのセクションC（1）に記載されるMEMAPの作業を参照
16.
委員会は、信義誠実の原則に則って条約を適用し解釈するという国際法上の一般義務に照らして、未解決のMAPの事案を紛争解決補助機関に強制的に付託（強制的解決ではない）することの実施可能性を検討する提案を準備する。この作業に伴い、第25条に関するコメンタリー第26項及び第46～48項が修正されることがある。この修正においては、MAPにより交渉する場合には信義誠実の原則に則り合意に達するように努めるという国際法上の義務があること、並びに通常のMAPによる交渉で合意が成立しなかった場合には未解決の問題は適切な紛争解決補助機関に付託することが明示的に規定される。その他の実行可能な紛争解決手法があれば、モデル租税条約の諸条項の修正及び追加を含めて提案する。
未解決の問題をSDR（紛争解決補助機関）に強制的に付託する案の実施を支援するために、委員会は、以下の事項を含めた付託に際して必要な手続の概要を定める。
· 各種形態のSDRの評価並びにSDRに付託することに適した事例
· 未解決の問題のSDRへの付託要請に至る、時間枠又は「引き金」事由
· 付託についての合意、並びに、納税者がSDRの利用を拒否される理由を含めたSDRプロセスにおける納税者の役割
· 納税者のSDRプロセスへの直接参加
· SDRプロセスと納税者の内国法上の救済手段との関係
· 全般的なSDRによる決定とMAPプロセスとの関係
· SDRによる決定の書式と発表
· SDRプロセスを遂行するための運営上及び手続上の詳細
本手続を実施する場合は、第25条に関するコメンタリーを修正し、又は/及び、MEMAPに該当する実施要領を盛り込む。
フォローアップ作業　本レポートのセクションAを参照
17.
委員会は、未解決のMAP事案に関する強制的解決制度の導入について、その実現可能性を検討する提案を作成するが、この制度はすべての事案について拘束力のある解決を希望する国のみを対象とする。この提案に伴い、モデル条約に新たな条文及びそれに付随するコメンタリーを制定することになると思われるが、それ以外の形式となる可能性もある。
「強制的解決制度」の提案に当たって予想される作業には、以下の問題に関する指針の制定が含まれる。
· 政府及び納税者に対して拘束力をもたせるか否かという問題を含めた、SDRによる決定と現行のMAPプロセスとの関係。
· SDRによる決定の実施に係わる問題
· 事案の解決が何らかの拘束力をもつことを考慮した場合、「SDRへの付託」方式の提案で対処される問題について必要となる修正事項。
フォローアップ作業　本レポートのセクションAを参照
今後の検討課題に対する2004年プログレス・レポートの提案
1. 開示される情報の種類を含め、条約加盟諸国におけるMAPによる交渉の進行状況に関して何らかの分析を実施できるかどうか、その可能性を検討する。
フォローアップ作業　本レポートのセクションC（2）を参照
2. 二重課税の「部分的」救済措置につきより明確な制度を設ける必要性を更に検討し、必要があると認められる場合には、その結論を反映させてコメンタリー修正案を作成する。部分的救済制度を設ける場合には、紛争解決補助機関による手法との関係に特に注意を払わなければならない。
フォローアップ作業　本レポートのセクションC（3）を参照
3. 統一性、競争関係、及び差別禁止の問題に関する各国の経験を更に分析し、MEMAP及び第25条に関するコメンタリーに新たな指針を盛り込む必要があるかどうかを検討する。
フォローアップ作業　本レポートのセクションC（4）を参照
4. 二次的調整とMAPとの関係を再検討し、この問題をMAPの手続内で考慮するのが望ましいことを強調する（但し要件とはしない）。
フォローアップ作業　本レポートのセクションC（5）を参照
5. 「三者間」事案に関して提起された問題に対し、より明確で組織的なアプローチの可能性を追求し、合意が成立した場合には、適切なアプローチ及び多国間の解決策の策定についてコメンタリー修正案を提示することを目指す。
フォローアップ作業　本レポートのセクションC（6）を参照
6. 第25条の第3項の適切な対象範囲を検討し、とりわけ同一の納税者の支店間の二重課税に関し、可能な解決策をコメンタリーに提示する。
フォローアップ作業　本レポートのセクションB（8）を参照
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MAPプログラム統計
国名　　　　　　　　
報告期間が暦年に対応しない場合は、報告期間が終了する日を記載してください。
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レポートで使用する用語の定義

報告期間　報告期間とは、12か月の期間のいずれかの期間であって、権限ある当局が相互協議手続（MAP）プログラムに関する統計を作成する期間をいう。特定の暦年におけるこの報告期間は、暦年そのもの又は当該暦年度中に終了するいずれかの12か月の期間であって、権限ある当局の会計の慣習に最も対応するものをいう。例えば、2006年度の報告期間は、暦年をベースで帳簿を管理する権限ある当局にとっては、暦年2006年であり、9月30日に終了する年度をベースに帳簿を管理する権限ある当局にとっては、2005年10月1日から2006年9月30日とする。データの一貫性を最大限に保つために、各国は暦年ベースで報告を行うよう強く推奨されるが、暦年ベースで報告をすることの負担が大き過ぎると考える国には暦年以外の報告期間も容認することができる。
MAP事案　租税条約のMAP規定に基づき、ある者が行った要請から発生する事案。権限ある当局の繰越件数内の事案には通常次の両方が含まれる。（i）納税者が直接権限ある当局に申立てた要請から発生する事案、及び（ii）納税者が条約相手国の権限ある当局に申立て、その後、後者の権限ある当局が前者の権限ある当局に申立てた要請から発生する事案。これらの事案は通常、納税者が租税条約の規定に従わない課税の対象となった状況を解決するためになされる要請であり、大部分が二重課税の解決のためのものである。それは、OECDモデル租税条約第25（1）条又は第25（3）条の規定に基づき申立てられた要請から発生する事案であることもある。但し、後者の場合は、要請は納税者ごとに個別で行われるものであって、条約の一般的な解釈によるものではない。また、OECDモデル租税条約第4（2）（d）条に記載される種類の二重居住の状況における納税者の居住性を決定する要請がなされた事案も含まれる。こういった目的上のMAP事案には、事前価格算定取決（APA）に対する要請は含まれないとする。一つの事案がいくつかの問題、課税年度に関わることもあるが、期間を通して事案が類似しており、全ての問題を、期間を通して包括的に解決することを目的に、同時に対処する予定である場合には、統計上は一つの事案として扱われる。このため、権限ある当局が最初の要請を受領後3か月以内に同じ者から類似する問題であるが、異なる課税年度、又は同一の課税年度であるが、異なる問題に関する要請を次に受け取った場合、その同じ要請は最初の要請の一部とみなされる。
開始年度　以下に定義する、事案が開始された年度（即ち、12か月の報告期間）。各報告期間は、報告期間が終了する暦年と関連付けられる。例えば、2006年11月1日に開始した事案は、暦年ベースで統計を管理する権限ある当局にとっては、2006年度に開始した事案とみなされるが、2006年9月30日に終了する報告期間をベースに統計を管理する権限ある当局にとっては、2007年度に開始した事案とみなされる。報告様式は、一定の報告期間の報告には、過去5年間の報告期間に開始された事案の処理に関する項目別情報及びそれよりも前の期間中に開始された事案に関する累計情報を含むべきであるとしている。　　第一回目の報告期間より前に開始した何件か又は全ての事案に関する項目別情報を提供することが合理的に不可能である権限ある当局は、累計ベースで情報を提供することができる。
期首繰越件数　権限ある当局のMAP件数中の未解決件数であって、報告期間の期首に完了、終了又は撤退（以下に定義する）していないもの。期首繰越件数は、前年度の期末繰越件数と同一である。これらの未解決件数には、解決が成立しているが、納税者がまだその解決に正式に同意していない事案が含まれる。定義上、期首繰越件数には、当該報告期間に開始した事案は含まれない。
開始した事案　「開始した」事案は、権限ある当局が受諾した事案である。大半の事案において、権限ある当局は、ある者がMAPを通して権限ある当局に申立てた援助要請を、要請が完了したとされる日に受諾するものとし、これは通常、要請が受諾されたことを知らせる権限ある当局から当該者に宛てられる通知をもって証明される。「完全な要請」とは、事案の根底にある異議が正当化される見込みがあるかどうかを権限ある当局が判断することができる十分な情報が含まれるものをいう。このため、権限ある当局に対する単なる「保護用」申請（権限ある当局への要請を行う期限の満了前に行われたが、事案の根底にある異議が正当化される見込みがあるかどうかを権限ある当局が判断することができる十分な情報が含まれないもの）は、「開始した」事案とみなされるべきではない。ある国の権限ある当局に他方の権限ある当局が申立てた事案（他方の権限ある当局に申立てられた要請に基づく）は、前者の権限ある当局がその申し立てを受け取った場合には、その権限ある当局の統計上は「開始した」とみなされる。但し、前者の権限ある当局が以後直ちに後者の権限ある当局に要請が不完全である、又はMAPの検討事案として受諾されないと通知した場合はこの限りではない。定義上、この縦軸には、現報告期間中に開始した事案のみが含まれる。
完了した事案　相互協議手続（仲裁に基づくものを含む）、又は権限ある当局の一方的な行為による場合にかかわらず、条約に適合しない課税（二重課税を含む）が全て若しくは部分的に軽減されて、解決した事案。一般的に、事案は、納税者が正式にこれの解決を受諾した日に完了する。この時点で権限ある当局が行うべき残りの作業は、解決結果の処理であり、なるべく早く行われるべきである（30日以内等）。
期末繰越件数　権限ある当局のMAP繰越件数中の未解決件数であって、報告期間の期末に完了、終了又は撤退（以下に定義する）していないもの。期末繰越件数は、次年度の期首繰越件数と同一である。
二重課税問題が完全に解決せずに、終了若しくは撤退した件数　この縦軸には、条約に適合しない課税が軽減されなかった状況下に、税務当局が終了又は撤退した事案が含まれる。（当該条約のMAP規定でこれ以上償還請求が望めない場合）。この事案は、税務当局が解決に至ることができず、今後も解決に至ることがなく、MAPでは（仲裁等の）更なる償還請求ができない旨権限ある当局が納税者に書面で通知をした日に終了したとみなされる。各国は、このような事案について、どのような報告の仕方を希望するかを決定する選択肢を有するが（二重課税を残して終了若しくは撤退した件数又は問題の件数、このような事案において、救済されなかった二重課税金額、このような事案において、救済されなかった二重課税金額の割合等）、毎年一貫したベースで報告し、どのような根拠に基づき報告を行うかを説明する必要がある。
平均所用期間　MAP事案を完了する平均期間。この平均を出すには、報告期間中（開始日から完了、終了又は撤退の日まで）に完了、終了又は撤退した各事案を完了又は終了する（撤退した事案を含む）ために要した月数の総計をまず算定する。次に、この総月数を完了、終了及び撤退した件数の合計で割る。この結果がMAP事案の平均所用期間（月数）、又はMAP事案を完了するために要した平均月数である。
� 入手先　� HYPERLINK "http://www.oecd.org/dataoecd/44/6/33629447.pdf" ��http://www.oecd.org/dataoecd/44/6/33629447.pdf�.


� 本件照会先　� HYPERLINK "http://www.oecd/org/document/31/0,2340,en_2649_3347_29601439_1_1_1_1,00.html" ��http://www.oecd/org/document/31/0,2340,en_2649_3347_29601439_1_1_1_1,00.html�


�本表に記載された異常な数値について、脚注で説明を加えることを望む国もあると考えられる。特に納税者がMAPプロセスに信頼を持ち続けるために必要と思われる。また、特定の年度の件数が少なく、関与した納税者を識別できてしまうリスクがある場合等は、2年以上の情報を合算して記載することも考えられる。


� MAP事案の平均所用期間を報告するよう各国に強く推奨するが、この情報を報告することは実行可能ではなく、正当化しない国もあると考えられ、本レポートにこの情報を含めない場合もあり得る。


� これらの定義に従うことによって、報告されるデータの正確性及び一貫性が改善される。税務当局が定義を受け入れない、又は定義に基づき報告をすることができないという例外的な場合には、当局はその報告基準と定義との差異を脚注で説明するよう求められる。
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本翻訳は参考のための仮訳であって、正確には原文を参照されたい。
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本翻訳は参考のための仮訳であって、正確には原文を参照されたい。

